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工　　　種 直接工事費

改　正　理　由 一部改正
改　　正

.

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

記載を修正

Ⅰ-2-①-4

積算上の注意事項

現行どおり

現行どおり

６） 工事価格は，10,000円単位とする。工事価格の10,000円単位での調整は，一般管理費等で行うものとし，「第

Ⅰ編第３章 一般管理費等及び消費税等相当額」で算出された一般管理費等の計算額より，端数処理前の工事

価格の10,000円未満の金額を除いた額を計上する。変更設計における請負工事価格は，1,000円単位とし，変

更請負工事価格の1,000円単位での調整は，同様に一般管理費等で行うものとする。
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Ⅰ-2-②-7

積算上の注意事項

. .

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

施工地域補正の適
用工種拡大（下水
道工事）に伴うフ
ロー図の改定

改　正　理　由 一部改正
改　　正

工　　　種 共通仮設費の率分

ＮＯ

市街地部が施工箇

所に含まれる

ＹＥＳ
市街地（ＤＩＤ補正）（２）

の補正係数

×１．２を適用

２車線以上（片側１車線以上）か

つ交通量（上下合計）が5,000 台

/日以上の車道において，車線

変更を促す規制を行う。ただし，

常時全面通行止めは対象外

一般交通影響有り（１）

の補正係数

×１．３を適用

ＹＥＳ

一般交通影響有り（１）以外の

車道において，車線変更を促

す規制を伴う。（常時全面通行

止めの場合を含む。）

一般交通影響有り（２）

の補正係数

×１．２を適用

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

人事院規則における特

地勤務手当を支給する

ために指定した地区，及

びこれに準ずる地区

ＹＥＳ
山間僻地及び離島

の補正係数

×１．３を適用

ＮＯ

補正無し

工種区分

鋼橋架設工事

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

かつ市街地部が施工

箇所に含まれる

ＮＯ

ＹＥＳ 市街地（ＤＩＤ補正）（１）

の補正係数

×１．３を適用

工種区分

コンクリートダム

フィルダム

ＮＯ

補正無し
ＹＥＳ

工種区分

鋼橋架設工事
舗装工事

電線共同溝工事

道路維持工事
橋梁保全工事

下水道工事（１）（２）

ＹＥＳ

ＮＯ

図－１ 地域補正の適用フロー 

現行どおり
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. .

現 行 改 正 備　　　　考

. 費用の見直し

Ⅰ－2－②－27

積算上の注意事項

工　　　種 安全費

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

１) トンネル工事における呼吸用保護具の積算

トンネル建設工事における掘削及び支保工に使用する呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用保護具等）の

費用として，１工事当り次式「呼吸用保護具等費用」を別途計上するものとする。 

呼吸用保護具等費用 ＝1,490,000 ＋ 総労務費×0.5％（円） 

なお，総労務費とは，１工事当りのトンネル世話役，トンネル特殊工，トンネル作業員の労務費合計額

とする。 

２－５ 安全費 

(１) 安全費の積算

安全費として積算する内容は次のとおりとする。

１) 安全施設等に要する費用

２) 安全管理等に要する費用

３) １)～２)に掲げるもののほか，工事施工上必要な安全対策等に要する費用

(２) 積算方法

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，下記の項目とする。

① 工事地域内全般の安全管理上の監視，あるいは連絡等に要する費用

② 不稼働日の保安要員等の費用

③ 標示板，標識，保安燈，防護柵，バリケード，架空線等事故防止対策簡易ゲート，照明等の安全施設類

の設置，撤去，補修に要する費用及び使用期間中の損料

④ 夜間工事その他，照明が必要な作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明設備を必要とす

る広範な工事（ダム・トンネル本体工事，トンネル内舗装等工事）は除く）

⑤ 河川，海岸工事における救命艇に要する費用

⑥ 長大トンネルにおける防火安全対策に要する費用（工事用連絡設備含む）

⑦ 酸素欠乏症の予防に要する費用

⑧ 粉塵作業の予防に要する費用（ただし，「ずい道等建設工事における粉塵対策に関するガイドライン」に

よるトンネル工事の粉塵発生源に係る措置の各設備，「鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業におけ

る労働者の健康障害防止について」に伴う各ばく露防止対策は，仮設工に計上する）

⑨ 安全用品等の費用

⑩ 安全委員会等に要する費用

⑪ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における設備的防護対策に

要する費用

上記以外で積上げ計上する項目は，次の各項に要する費用とする。 

① 鉄道，空港関係施設等に近接した工事現場における出入り口等に配置する安全管理員等に要する費用

② バリケード，転落防止柵，工事標識，照明等の現場環境改善に要する費用（積算方法は，第９章「土木請

負工事における現場環境改善費の積算」による）

③ 高圧作業の予防に要する費用

④ 河川及び海岸の工事区域に隣接して，航路がある場合の安全標識・警戒船運転に要する費用

⑤ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破・監視のための費用

⑥ トンネル工事における呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用呼吸用保護具等）に要する費用

⑦ 鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業における呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用呼吸用保護具等）

に要する費用

⑧ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における切羽変位計測に要

する費用（トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用については除く）

⑨ その他，現場条件等により積み上げを要する費用

１) トンネル工事における呼吸用保護具の積算

トンネル建設工事における掘削及び支保工に使用する呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用保護具等）の

費用として，１工事当り次式「呼吸用保護具等費用」を別途計上するものとする。

呼吸用保護具等費用 ＝ 1,370,000 ＋ 総労務費×0.7％（円） 

なお，総労務費とは，１工事当りのトンネル世話役，トンネル特殊工，トンネル作業員の労務費合計額

とする。 

現行どおり
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. .

工　　　種 技術管理費

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ⅰ-2-②-29

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

記載の明確化

記載の明確化
なお，システム初期費については一工事あたり使用機種毎に一式計上とする（施工箇所が点在する工事の場

合は，箇所ごとに計上するのではなく，一工事あたり使用機種毎に一式計上とする）。 

・防護柵の出来形管理のための非破壊試験に要する費用

２－７ 技術管理費 

(１) 技術管理費の積算

技術管理費として積算する内容は次のとおりとする。

１) 品質管理のための試験等に要する費用

２) 出来形管理のための測量等に要する費用

３) 工程管理のための資料の作成等に要する費用

４) １)～３)に掲げるもののほか，技術管理上必要な資料の作成に要する費用

(２) 積算方法

技術管理費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，前記(1)の 1)，2)，3)のうち下記項目

とする。 

① 品質管理基準に記載されている試験項目（必須・その他）に要する費用

② 出来形管理のための測量，図面作成，写真管理に要する費用

③ 工程管理のための資料の作成等に要する費用

④ 完成図，マイクロフィルムの作成及び電子納品等（道路工事完成図等作成要領に基づく電子納品を除く）

に要する費用 

⑤ 建設材料の品質記録保存に要する費用

⑥ コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用

⑦ コンクリートの単位水量測定，ひび割れ調査，テストハンマーによる強度推定調査に要する費用

⑧ 非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定に要する費用

⑨ 微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定に要する費用

⑩ ＰＣ上部工，アンカー工等の緊張管理，グラウト配合試験等に要する費用

⑪ トンネル工（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用

⑫ 塗装膜厚施工管理に要する費用

⑬ 溶接工の品質管理のための試験等に要する費用（現場溶接部の検査費用を含む）

⑭ 施工管理で使用するＯＡ機器の費用（情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）を含む）

⑮ 品質証明に係る費用（品質証明費）

⑯ 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用

上記以外で積上げする項目は，次の各項に要する費用とする。 

(イ) 特殊な品質管理に要する費用

・土質等試験：品質管理基準に記載されている項目以外の試験

・地質調査 ：平板載荷試験，ボーリング，サウンディング，その他原位置試験

(ロ) 現場条件等により積上げを要する費用

・軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定・とりまとめに要する費用

・試験盛土等の工事に要する費用，トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ｂに要する費用

・下水道工事において目視による出来形の確認が困難な場合に用いる特別な機器に要する費用

・施工前に既設構造物の配筋状況の確認を目的とした特別な機器（鉄筋探査等）を用いた調査に要する費用

(ハ) 施工合理化調査，施工形態動向調査及び諸経費動向調査に要する費用

・調査に要する費用とし、その費用については、間接工事費、一般管理費等の対象とする。

(ニ) ＩＣＴ建設機械に要する以下の費用

・保守点検

・システム初期費

・３次元起工測量・３次元設計データの作成費用

なお，システム初期費については一工事あたり使用機種毎に一式計上とする。 

(ホ) その他，前記イ，ロ，ハ，ニに含まれない項目で，特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用

現行どおり 

現行どおり 

現行どおり 
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. .

Ⅰ-2-②-35

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

語句の修正

工　 　種 営繕費

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

(３) 除雪工事で営繕費の補正を行う場合の共通仮設費率の補正

１) 除雪工事で現場事務所，労働者宿舎，倉庫を貸与する場合の共通仮設率の補正について

積算基準において，共通仮設費率に含まれる営繕費の項目は，「２－８営繕費(2)積算方法」のとおりで

あるが，除雪工事においては，現場事務所，労働者宿舎，倉庫を貸与する場合がある。そのため，共通仮

設費率に対して現場事務所，労働者宿舎，倉庫の設置・撤去・維持・補修の割引補正を行う必要がある。 

２) 除雪工事において現場事務所，労働者宿舎，倉庫を貸与する場合の共通仮設費の算定方法

イ) 施工地域を考慮した補正係数を適用する場合

共通仮設費（率分） 

＝ 対象額（Ｐ）×（除雪工事補正共通仮設費率＋施工地域補正後の共通仮設費率－共通仮設費率） 

・対象額（Ｐ） ：直接工事費＋（支給品費＋無償貸付機械等評価額）＋ 

事業損失防止施設費＋準備費に含まれる処分費 

・除雪工事補正共通仮設費率 ：共通仮設費率（Ｋｒ）×除雪工事補正係数（Ｓｒ）（％） 

・除雪工事補正係数（Ｓｒ) ：現場事務所等を貸与する場合の割引補正係数 

・施工地域補正後の共通仮設費率 ：共通仮設費率（Ｋｒ）×施工地域補正係数（％） 

・施工地域補正係数 ：（２－１共通仮設費の率分(2)共通仮設費の補正）の施工地域 

を考慮した補正係数による 

市街地補正係数の適用については，「２－１共通仮設費の率分(2)共通仮設費の補正１）施工地域を考慮し

た共通仮設費率の及び計算」を参照のこと。 

なお，除雪工事補正共通仮設費率及び施工地域補正共通仮設費率の値は，小数点以下第３位を四捨五入

して２位止めとする。 

表３．１ 除雪工事補正係数（Ｓr） 

区 分 補 正 係 数 

宿 舎 の み 使 用 の 場 合 0.95 

事 務 所 の み 〃 〃 

倉 庫 の み 〃 〃 

宿 舎 と 事 務 所 を 〃 0.90 

宿 舎 と 倉 庫 を 〃 〃 

事 務 所 と 倉 庫 を 〃 〃 

宿 舎 ,事 務 所 ,倉 庫 を 〃 0.85 

市街地補正係数の適用については，「２－１共通仮設費の率分(2)共通仮設費の補正１）施工地域を考慮し

た共通仮設費率の補正及び計算」を参照のこと。 

現行どおり

現行どおり
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Ⅰ-2-②-39

積算上の注意事項

. .

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

施工地域補正の適
用工種拡大（下水
道工事）に伴うフ
ロー図の改定

改　正　理　由 一部改正
改　　正

工　　　種 現場管理費

工種区分

コンクリートダム

フィルダム

ＮＯ

補正無し
ＹＥＳ

施工時期、工事期間等を考慮した現場管理費率の補正 ＜重複する場合の補正値は最高２．０％＞

１）積雪寒冷地域で施工時期が冬期となる場合の補正値（％）
２）緊急工事の場合の補正値 ２．０％

緊急工事
ＮＯ

ＹＥＳ

①施工時期、工事期間等を考慮した現場管理費率の補正

緊急工事の場合の補正値 ２．０％

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

２車線以上（片側１車線以上）か

つ交通量（上下合計）が5,000台

/日以上の車道において，車線
変更を促す規制を行う。ただし，

常時全面通行止めは対象外

市街地部が施工箇

所に含まれる

一般交通影響有り（１）

の補正係数

×１．１を適用

一般交通影響有り（１）以外の車

道において，車線変更を促す規
制を伴う（常時全面通行止めの

場合を含む）

一般交通影響有り（２）
の補正係数

×１．１を適用

市街地（ＤＩＤ補正）（２）
の補正係数

×１．１を適用

人事院規則における特地勤

務手当を支給するために指
定した地区、及びこれに準

ずる地区

山間僻地及び離島
の補正係数

×１．０を適用

補正無し

ＮＯ

工種区分

鋼橋架設工事

舗装工事

電線共同溝工事

道路維持工事

橋梁保全工事

下水道工事（１）（２）

ＹＥＳ

工種区分

鋼橋架設工事

電線共同溝工事

道路維持工事

舗装工事

橋梁保全工事

かつ市街地部が施工

箇所に含まれる

市街地（ＤＩＤ補正）（１）

の補正係数
×１．１を適用

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ工種区分

コンクリートダム

フィルダム

ＮＯ

補正無し

②施工地域を考慮した現場管理費率の補正

図－１ 現場管理費補正のフロー 

現行どおり
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積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

. .

Ⅰ-2-②-41

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現場管理費の改定

工　　　種 現場管理費

別表第２  現場管理費率 

第１表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

700万円 

以 下 

700万円を超え10億円 

以 下 

10億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

河 川 工 事 42.02 1,169.0 －0.2110 14.75 

河川・道路構造物工事 41.29 420.8 －0.1473 19.88 

海 岸 工 事 26.90 104.0 －0.0858 17.57 

道 路 改 良 工 事 32.73 80.0 －0.0567 24.71 

鋼 橋 架 設 工 事 46.66 276.1 －0.1128 26.66 

Ｐ Ｃ 橋 工 事  30.09 113.1 －0.0840 19.84 

舗 装 工 事 39.39 622.2 －0.1751 16.52 

砂防・地すべり等工事 44.58 1,281.7 －0.2131 15.48 

公 園 工 事 41.68 366.3 －0.1379 21.03 

電 線 共 同 溝 工 事 58.82 2,235.6 －0.2308 18.72 

情 報 ボ ッ ク ス 工 事 52.66 1,570.0 －0.2154 18.08 

（注） 基礎地盤から堤頂までの高さが20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

第２表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

700万円 

以 下 

700万円を超え３億円 

以 下 

３億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

橋 梁 保 全 工 事 63.10 1,508.7 －0.2014 29.60 

第３表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

200万円 

以 下 

200万円を超え１億円 

以 下 

１億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

道 路 維 持 工 事 58.61 605.1 －0.1609 31.23 

河 川 維 持 工 事 41.28 166.7 －0.0962 28.34 

別表第２   現場管理費率   

第１表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

700万円 

以 下 

700万円を超え10億円 

以 下 

10億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

河 川 工 事 43.20 1,270.0 －0.2145 14.90 

河川・道路構造物工事 42.50 457.7 －0.1508 20.11 

海 岸 工 事 27.72 113.6 －0.0895 17.78 

道 路 改 良 工 事 33.65 86.9 －0.0602 24.96 

鋼 橋 架 設 工 事 48.12 302.3 －0.1166 26.98 

Ｐ Ｃ 橋 工 事 30.73 120.5 －0.0867 19.98 

舗 装 工 事 40.32 667.7 －0.1781 16.66 

砂防・地すべり等工事 45.49 1,362.7 －0.2157 15.60 

公 園 工 事 42.43 385.5 －0.1400 21.18 

電 線 共 同 溝 工 事 60.30 2,406.6 －0.2339 18.89 

情 報 ボ ッ ク ス 工 事 53.99 1,690.4 －0.2185 18.26 

（注） 基礎地盤から堤頂までの高さが20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

第２表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

700万円 

以 下 

700万円を超え３億円 

以 下 

３億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

橋 梁 保 全 工 事 64.94 1,622.9 －0.2042 30.15 

第３表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

200万円 

以 下 

200万円を超え１億円 

以 下 

１億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

道 路 維 持 工 事 59.78 628.9 －0.1622 31.69 

河 川 維 持 工 事 41.92 171.5 －0.0971 28.67 
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積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

. .

Ⅰ-2-②-42

現場管理費の改定

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 現場管理費

第４表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

1,000万円 

以 下 

1,000万円を超え20億円 

以 下 

20億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

共 同 溝 等 工 事 
(1) 48.95 367.7 －0.1251 25.23 

(2) 37.50  110.6 －0.0671 26.28 

ト ン ネ ル 工 事 43.96 203.6 －0.0951 26.56 

下 水 道 工 事 

(1) 33.46  50.8 －0.0259 29.17 

(2) 36.91 213.5 －0.1089 20.73 

(3) 31.58  48.4 －0.0265 27.44 

第５表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

３億円 

以 下 

３億円を超え50億円 

以 下 

50億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

コ ン ク リ ー ト ダ ム 22.60 301.3 －0.1327 15.56 

フ ィ ル ダ ム  33.08 166.5 －0.0828 26.20 

(２) 算定式

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐb ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：純工事費（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

（注）１．Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする 

２．対象とする純工事費については，「２．共通仮設費（２）算定方法 1)率計算による部分 の（ニ）」

及び「２．共通仮設費（２）算定方法 5)間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

現行どおり

第４表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

1,000万円 

以 下 

1,000万円を超え20億円 

以 下 

20億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

共 同 溝 等 工 事 
(1) 49.99 397.3 －0.1286 25.29 

(2) 38.33  119.6 －0.0706 26.37 

ト ン ネ ル 工 事 44.93 219.8 －0.0985 26.66 

下 水 道 工 事 

(1) 34.44  56.4 －0.0306 29.29 

(2) 37.59 228.2 －0.1119 20.77 

(3) 32.26  52.4 －0.0301 27.50 

第５表 

対象額 

適用区分 

工種区分 

３億円 

以 下 

３億円を超え50億円 

以 下 

50億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする 

(2)の算定式により算出された率

とする。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする 
Ａ ｂ 

コ ン ク リ ー ト ダ ム 22.90 332.0 －0.1370 15.57 

フ ィ ル ダ ム 33.52 184.6 －0.0874 26.21 
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Ⅰ-3-①-2

積算上の注意事項

.

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

改　正　理　由 一部改正
改　　正

工　　　種 一般管理費等

記載の明確化（１）前払金の保証がある工事において，以下の事項に該当する場合に補正を行う。なお、前払金の保証がない工

事は、一般管理費等の補正の対象外である。

２ 付 加 利 益 

(１) 法人税，都道府県民税，市町村民税等

(２) 株主配当金

(３) 役員賞与（損金算入分を除く）

(４) 内部留保金

(５) 支払利息及び割引料，支払保証料その他の営業外費用

３ 一般管理費等の算定 

一般管理費等は，１及び２の額の合計額とし，別表第１の工事原価ごとに求めた一般管理費等率を当該工事原価に

乗じて得た額の範囲内とする。 

なお，一般管理費等の算定上，対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算 

定方法 1)率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間接工事費等

の項目別対象表」を参照のこと。 

４ 一般管理費等率の補正 

（１）前払金の保証がある工事において，以下の事項に該当する場合に補正を行う。

１) 前払金支出割合の相違による取扱い

前払金支出割合が 35％以下の場合の一般管理費等率は，別表第２の前払金支出割合区分ごとに定める補正係

数を３で算定した一般管理費等率に乗じて得た率とする。

２) 契約の保証に必要な費用の取扱い

前払金支出割合の相違による補正までを行った値に，別表第３の補正値を加算したものを一般管理費等とす

る。

(２) 支給品等の取扱い

資材等を支給するときは，当該支給品費は一般管理費等算定の基礎となる工事原価に含めないものとする。 

(３) 自社製品の取扱い（プレテン桁，組立式橋梁，規格ゲート，標識等を製作専門メーカーに発注する場合）に

ついて

自社製品であっても，他社製品と同様に一般管理費等の対象とする。

別表第１   一 般 管 理 費 等 率 

（１） 前払金支出割合が 35％を超え 40％以下の場合

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 22.72％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.47％ 

(２) 算定式

［一般管理費等率算定式］

Ｇp＝-5.48972×LOG(Ｃp)＋59.4977（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円） 

（注）１．Ｇpの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)

間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

別表第２  一 般 管 理 費 等 率 の 補 正 

前払金支出割合区分 0％から 5％以下 5％を超え 15％以下 15％を超え 25％以下 25％を超え 35％以下 

補 正 係 数 1.05 1.04 1.03 1.01 

（注） 別表第１で求めた一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は，小数点以下第３位を四捨五入して２

位止めとする。 

別表第３  契約保証に係る一般管理費等率の補正 

保 証 の 方 法 補正値(％) 

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合（工事請負契約書第４条を採用する場合)。 0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）１．ケース―３の具体例は以下のとおり。 

予算決算及び会計令第 100 条の２第１項第１号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる工事

請負契約である場合 

２．契約保証費を計上する場合は，原則として当初契約の積算に見込むものとする。 

現行どおり

現行どおり
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現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載内容の変更

Ⅵ-１-①-2

積算上の注意事項

工　 　種 区画線工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

２－２ 標準単価の規格・仕様 

区画線工の標準単価の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

表２．１ 区画線設置（溶融式・手動） 

規格・仕様 
単

位 

日当たり標準施工量 

供用区間 
排水性舗装 

供用区間 
未供用区間 

排水性舗装 

未供用区間 

実線 

15cm m 1,000 950 1,100 1,050 

20cm m 925 879 1,020 967 

30cm m 625 594 688 653 

45cm m 550 523 605 575 

破線 

15cm m 900 855 990 941 

20cm m 825 784 908 862 

30cm m 550 523 605 575 

45cm m 500 475 550 523 

ゼブラ 

15cm m 850 808 935 888 

20cm m 775 736 853 810 

30cm m 525 499 578 549 

45cm m 450 428 495 470 

矢印・記号・文字 15cm 換算 m 400 380 440 418 

(注)１．塗布厚は 1.5 ㎜，1.0 ㎜とする。 

２．線色は白色又は黄色とする。 

３．破線は塗布延長とする。 

現行どおり

工 種 
標準単価 

機 労 材 

区 画 線 消 去 

(削取り式) 
○ ○ 

(注)１．単価には雑器具の費用を含む。 

２．交通誘導警備員を必要とする場合は，別途計上する。 

３．消去後のバーナー仕上げ及び黒ペイント塗りは含まない。 

４．消去後に発生した削りかす及び廃材等の処分費を含む。 

５．排水性舗装には適用しない。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

区 画 線 消 去 

(ウォータージェット式) 
○ ○ 

(注)１．交通誘導警備員を必要とする場合は，別途計上する。 

２．消去後に発生した汚泥の処理・処分費は別途計上する。 

２－２ 標準単価の規格・仕様 

区画線工の標準単価の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

表２．１ 区画線設置（溶融式・手動） 

規格・仕様 
単

位 

日当たり標準施工量 

供用区間 
排水性舗装 

供用区間 
未供用区間 

排水性舗装 

未供用区間 

実線 

15cm m 1,000 950 1,100 1,050 

20cm m 925 879 1,020 967 

30cm m 625 594 688 653 

45cm m 550 523 605 575 

破線 

15cm m 900 855 990 941 

20cm m 825 784 908 862 

30cm m 550 523 605 575 

45cm m 500 475 550 523 

ゼブラ 

15cm m 850 808 935 888 

20cm m 775 736 853 810 

30cm m 525 499 578 549 

45cm m 450 428 495 470 

矢印・記号・文字 15cm 換算 m 400 380 440 418 

(注)１．塗布厚は 1.5 ㎜以下とする。 

２．線色は白色又は黄色とする。 

３．破線は塗布延長とする。 

消

去

汚

泥

吸

引

汚

泥

運

搬

汚
泥
処
理
・
処
分

消

去

廃

材

運

搬

廃

材

処

分

路

面

清

掃
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工　 　種 区画線工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載内容の変更

Ⅵ-１-①-4

積算上の注意事項

２-４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注１）×設計数量＋材料費（注２） 

（注１）設計単価＝標準単価（機械・労務）×（Ｋ1×Ｋ2） 

（注２）材料費＝主材料単価×使用数量×（1＋材料諸雑費率） 

※主材料は塗料，ガラスビーズ，プライマー，燃料である。

※材料諸雑費は，プロパンガス，希釈剤等の費用であり，材料諸雑費率は以下のとおりとする。

溶融式：0.05 ペイント式：0.03 

 ＜施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合＞ 

１）１日未満で完了する場合（施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合）は，「第Ⅰ編第 12 章１日

未満で完了する作業の積算」に準ずることとする。溶融式・手動，ペイント式・車載式，区画線消去（削

取り式）については，一連の作業として判定する。区画線工，高視認性区画線工において同一作業員の

作業となる場合は一連の作業と判定し，同一作業員の作業でない場合はそれぞれで判定する。区画線消

去（ウォータージェット式）に関しては，他規格と一連の作業とは考えずに判定する。

２）ペイント式（車載式）で，表層の完了待ちなどの工程調整により，１日当たりの実施工量が日当たり

標準施工量に満たない場合については，１日当たりの実施工量で判定する。「1 日未満で完了する作業の

積算」に該当するかどうかを判定する。 

３）区画線消去（ウォータージェット式）で，施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合は，実施工

量にかかわらず，日当たり標準施工量を実施した場合の金額を計上する。 

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 区画線設置作業における供用区間及び未供用区間の取扱いは，下表のとおりとする。

表３．１ 施工場所区分 

区 分 工 事 種 別 

供 用 区 間 

維持修繕工事:維持修繕工事に伴う区画線工事 

現道拡幅工事等:現道拡幅工事に伴う区画線工事 

交通安全工事(1種):交差点改良,停車帯等の交通安全工事(1種)に伴う区画線工事 

交通安全工事(2種):現道の区画線の補修工事 

未 供 用 区 間 バイパス工事等:バイパス新設など未供用区間の区画線工事 

(２) 仮区画線を施工する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(３) 歩道部，駐車場に区画線を設置する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(４) コンクリート舗装に区画線を設置する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(５) 区画線工における横断歩道，停止線等はゼブラを適用する。

(６) 溶融式（手動）の矢印・文字・記号における「所要材料換算長」とは，重複施工する部分を平均 20％と見込

み，これを施工実延長に加えた値で，換算長の算出は次式による。

所要材料換算長(ⅿ)＝設計数量（塗布面積(㎡)）÷0.15×1.20（重複施工ロス分） 

ただし，構成する線幅が 10cm 未満の場合は適用出来ない。 

(７) 区画線設置のうち，減速・速度抑制等を目的とした破線（平行四辺形）は矢印・記号・文字を適用する。

(８) 水性型ペイント式については，気温５℃以上，湿度 85％未満での施工を標準とする。また，新設舗装上に施

工する場合は，養生期間を経て，路面上の水分，軽質油成分が消滅した後での施工を標準とする。

(９) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定

する。

２-４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注１）×設計数量＋材料費（注２） 

（注１）設計単価＝標準単価（機械・労務）×（Ｋ1×Ｋ2） 

（注２）材料費＝主材料単価×使用数量×（1＋材料諸雑費率） 

※主材料は塗料，ガラスビーズ，プライマー，燃料である。

※材料諸雑費は，プロパンガス，希釈剤等の費用であり，材料諸雑費率は以下のとおりとする。

溶融式：0.05  ペイント式：0.03

 ＜施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合＞ 

１）１日未満で完了する場合（施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合）は，「第Ⅰ編第 12章１日

未満で完了する作業の積算」に準ずることとする。溶融式・手動，ペイント式・車載式，区画線消去（削

取り式）については，一連の作業として判定する。区画線消去（ウォータージェット式）に関しては，

他規格と一連の作業とは考えずに判定する。

２）ペイント式（車載式）で，表層の完了待ちなどの工程調整により，１日当たりの実施工量が日当たり

標準施工量に満たない場合については，１日当たりの実施工量で判定する。 

３）区画線消去（ウォータージェット式）で，施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合は，実施工

量にかかわらず，日当たり標準施工量を実施した場合の金額を計上する。 

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 区画線設置作業における供用区間及び未供用区間の取扱いは，下表のとおりとする。

表３．１ 施工場所区分 

区 分 工 事 種 別 

供 用 区 間 

維持修繕工事:維持修繕工事に伴う区画線工事 

現道拡幅工事等:現道拡幅工事に伴う区画線工事 

交通安全工事(1種):交差点改良,停車帯等の交通安全工事(1種)に伴う区画線工事 

交通安全工事(2種):現道の区画線の補修工事 

未 供 用 区 間 バイパス工事等:バイパス新設など未供用区間の区画線工事 

(２) 仮区画線を施工する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(３) 歩道部，駐車場に区画線を設置する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(４) コンクリート舗装に区画線を設置する場合，区画線工と規格・仕様が同じであれば，適用出来る。

(５) 溶融式（手動）における横断線はゼブラを適用する。

(６) 溶融式（手動）の矢印・文字・記号における「所要材料換算長」とは，重複施工する部分を平均 20％と見込

み，これを施工実延長に加えた値で，換算長の算出は次式による。

所要材料換算長(ⅿ)＝設計数量（塗布面積(㎡)）÷0.15×1.20（重複施工ロス分） 

ただし，構成する線幅が 10cm 未満の場合は適用出来ない。 

(７) 区画線設置のうち，減速・速度抑制等を目的とした破線（平行四辺形）は矢印・記号・文字を適用する。

(８) 水性型ペイント式については，気温５℃以上，湿度 85％未満での施工を標準とする。また，新設舗装上に施

工する場合は，養生期間を経て，路面上の水分，軽質油成分が消滅した後での施工を標準とする。

(９) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定

する。
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２．Ｊ２条件で②，③を選択した場合は，Ｊ６条件，Ｊ７条件，Ｊ９条件及び J１２条件を選択することは出

来ない。 

３．Ｊ２条件で①を選択した場合は，Ｊ１０条件を選択することは出来ない。 

４．Ｊ２条件で①を選択し，Ｊ１１条件で③を選択した場合は，塗料単価［円／kg］を単価入力すること。

５．J２条件で②，③を選択し，Ｊ１１条件で③を選択した場合は，塗料単価［円／ℓ］を単価入力すること。

６．Ｊ３条件でいう，豪雪補正とは機械損料における豪雪地域補正の有無である。 

７．Ｊ４条件で⑬を選択した場合の施工量は，所要材料換算長（20％割増）が考慮されているため，塗布面積

を 15cm 換算した延長を入力する。 

８．Ｊ９条件で②を選択した場合は，Ｊ１１条件で②を選択することは出来ない。 

工　 　種 区画線工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載内容の変更

Ⅵ-１-①-5

積算上の注意事項

４． 施工単価入力基準表 

(１) 区画線設置

施工歩掛コード SG301 施工単位 ⅿ 

施工区分 
入 力 条 件 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ Ｊ６ Ｊ７ 

各 種 

夜間作業の 

有 無 

①無し

②有り

施工方法 

区 分 

①溶融式手動 

②ペイント式 

溶剤型 

③ペイント式 

水性型 

豪 雪補正  

の有無  

①無し

②有り

規格・仕様 

区 分 

（表4.1） 

時間的制約 

の有無 

①無し

②有り

③著しく有り

塗布厚 

①1.5mm

②1.0mm

排水性舗装 

に施工する 

場合の補正 

①無し

②有り

施工区分 
入 力 条 件 

Ｊ８ Ｊ９ Ｊ１０ Ｊ１１ Ｊ１２ Ｊ１３ 

各 種 

未供用区間の

場合の補正 

①無し

②有り

溶融式塗料 

規格 

①含有量15～18%

②含有量20～23%

ペイント式  

塗 料規格  

①常温

②加熱

塗料区分 

①白

②黄

②黄

鉛･ｸﾛﾑﾌﾘｰ

③各種

プライマー 

規格 

①アスファルト舗装

②コンクリート舗装

費用の内訳 

①全ての費用

②機械費，

労務費のみ

③材料費のみ

(注)１．Ｊ２条件で②，③を選択した場合は，Ｊ４条件で①，⑤及び⑦から選択すること。 

４． 施工単価入力基準表 

(１) 区画線設置

施工歩掛コード SG301 施工単位 ⅿ 

施工区分 
入 力 条 件 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ Ｊ６ Ｊ７ 

各 種 

夜間作業の 

有 無 

①無し

②有り

施工方法 

区 分 

①溶融式手動 

②ペイント式 

溶剤型 

③ペイント式 

水性型 

豪 雪補正  

の有無  

①無し

②有り

規格・仕様 

区 分 

（表4.1） 

時間的制約 

の有無 

①無し

②有り

③著しく有り

塗布厚 

①1.5mm

②1.0mm

排水性舗装 

に施工する 

場合の補正 

①無し

②有り

施工区分 
入 力 条 件 

Ｊ８ Ｊ９ Ｊ１０ Ｊ１１ Ｊ１２ Ｊ１３ 

各 種 

未供用区間の

場合の補正 

①無し

②有り

溶融式塗料 

規格 

①含有量15～18%

②含有量20～23%

ペイント式  

塗 料規格  

①常温

②加熱

塗料区分 

①白

②黄

③黄

鉛･ｸﾛﾑﾌﾘｰ

④各種

プライマー 

規格 

①アスファルト舗装

②コンクリート舗装

費用の内訳 

①全ての費用

②機械費，

労務費のみ

③材料費のみ

(注)１．Ｊ２条件で②，③を選択した場合は，Ｊ４条件で①，⑤及び⑦から選択すること。 

２．Ｊ２条件で②，③を選択した場合は，Ｊ６条件，Ｊ７条件，Ｊ９条件及び J１２条件を選択することは出

来ない。 

３．Ｊ２条件で①を選択した場合は，Ｊ１０条件を選択することは出来ない。 

４．Ｊ２条件で①を選択し，Ｊ１１条件で④を選択した場合は，塗料単価［円／kg］を単価入力すること。 

５．J２条件で②，③を選択し，Ｊ１１条件で④を選択した場合は，塗料単価［円／ℓ］を単価入力すること。 

６．Ｊ３条件でいう，豪雪補正とは機械損料における豪雪地域補正の有無である。 

７．Ｊ４条件で⑬を選択した場合の施工量は，所要材料換算長（20％割増）が考慮されているため，塗布面積

を 15cm 換算した延長を入力する。 

８．Ｊ９条件で②を選択した場合は，Ｊ１１条件で③を選択することは出来ない。 
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現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載内容の変更

Ⅵ-１-②-2

積算上の注意事項

工　 　種 高視認性区画線工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

表２．２ 高視認性区画線設置（非リブ式・溶融式） 

規格・仕様 単位 
日当たり標準施工量 

供用区間 未供用区間 

実 線 

15cm m 750 825 

20cm m 650 715 

30cm m 500 550 

45cm m 425 468 

ゼブラ 

15cm m 650 715 

20cm m 550 605 

30cm m 400 440 

45cm m 350 385 

(注) 線色は白色又は黄色とする。 

表２．３ 高視認性区画線消去 

規格・仕様 単位 日当たり標準施工量 

高視認性区画線消去（削取り式） 15cm 換算 m 300 

(注) 貼付式には適用出来ない。 

２－３ 補正係数 

(１) 補正係数の適用基準

表２．４ 補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記号 備 考 

補正係数 
未供用区間に 

施工する場合 

未供用区間において施工する場合は，対象となる
規格・仕様の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 対象数量 

(２) 補正係数の数値

表２．５ 補正係数の数値 

区分 記号 
高視認性区画線設置 

リブ式（溶融式） 非リブ式（溶融式） 

補正係数 未供用区間に 

施工する場合 
Ｋ1 0.91 0.91 

２－４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注１）×設計数量＋材料費（注２） 

 （注１）設計単価＝標準単価（機械・労務）×（Ｋ1） 

 （注２）材料費＝主材料単価×使用数量×（１＋材料諸雑費率） 

※主材料は塗料，ガラスビーズ，プライマー，燃料である。

※材料諸雑費は，プロパンガス等の費用であり，材料諸雑費率は以下のとおりとする。

リブ式・非リブ式：0.02

 ＜施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合＞ 

１日未満で完了する場合（施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合）は，「第Ⅰ編第 12 章１日未

満で完了する作業の積算」に準ずることとする。高視認性区画線設置，高視認性区画線消去（削取り式）

については、1連の作業として判定する。 

リブ式・非リブ式：0.02

 ＜施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合＞ 

１）１日未満で完了する場合（施工規模が日当たり標準施工量に満たない場合）は，「第Ⅰ編第 12 章１日

未満で完了する作業の積算」に準ずることとする。高視認性区画線設置，高視認性区画線消去（削り取

式）については，１連の作業として判定する。区画線工，高視認性区画線工において同一作業員の作業

となる場合は一連の作業と判定し，同一作業員の作業でない場合はそれぞれで判定する。区画線消去（ウ

ォータージェット式）に関しては，他規格と一連の作業とは考えずに判定する。

２）表層の完了待ちなどの工程調整により，１日当たりの実施工量が日当たり標準施工量に満たない場合

については，１日当たりの実施工量で「1 日未満で完了する作業の積算」に該当するかどうかを判定す

る。 
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. .

Ⅵ-1-③-1

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

語句の修正

工　 　種 橋梁塗装工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

(注)１．動力工具処理による継手部素地調整工で発生したケレンかす等の回収・積込・運搬・処分に要する

費用を含む。 

③ 橋 梁 塗 装 工 

１． 適 用 範 囲 

１－１ 標準単価が適用出来る範囲 

(１) 鋼橋の現場での新橋塗装・塗替塗装。

(２) 高欄部の単独施工の塗替塗装。

(３) 鋼橋架設工における新橋継手部現場塗装の素地調整，塗装。

(４) 既設橋梁の床版補強工における新規補強鋼板現場塗装工の中塗り・上塗り塗装。

１－２ 標準単価を適用出来ない範囲

(１) 特別調査等別途考慮するもの

１) 離島及び山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合。

２) 既存の道路橋の鋼部材を対象とした部分塗替塗装の場合。

３) 塗膜部位が点在する部分塗替塗装の場合（タッチアップ除く）。

４) 化学反応を利用した素地調整の場合。

５) 道路付属物（標識・防護柵等）への塗装の場合。

６) 静電気力を利用したスプレー塗装の場合。

７) 工場内における塗装前作業及び塗装作業の場合。

８) その他，規格・仕様等が適合しない場合。

２． 標準単価の設定 

２－１ 標準単価の構成と範囲 

標準単価で対応しているのは，機・労・材の○及びフロー図の実線の部分である。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

新橋現場塗装・新橋

継手部現場塗装 

素地調整 

○ ○ ○ 

(注)１．動力工具処理による継手部素地調整工で発生したケレンかす等の処理に要する費用を含む。 

２．ブラスト処理による継手部素地調整工で発生した研削材及びケレンかすの運搬・処分に要する費用

を含まない。回収・積込に要する費用を必要に応じて計上する。 

３．ブラスト処理による継手部素地調整工で粉塵飛散防止のための防護工及び安全対策に要する費用は

含まない。 

４．継手部素地調整は，継手部塗装面積を計上する。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

新橋現場塗装・新橋

継手部現場塗装 

下塗り 

○ ○ ○ 

(注)１．新橋現場塗装とは，工場内において継手部を除く部位への下塗り塗装が完了した新橋に対する架設

現場での作業を示す。 

２．新橋継手部現場塗装とは，工場内において継手部を除く部位への上塗り塗装が完了した新橋に対す

る架設現場での作業を示す。 

３．はけ・ローラーによる塗装作業とする。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

新橋現場塗装 

中塗り・上塗り 
○ ○ ○ 

(注)１．新橋現場塗装とは，工場内において継手部を除く部位への下塗り塗装が完了した新橋に対する架設

現場での作業を示す。 

２．準備・補修は，清掃又は水洗い作業及び補修塗装作業等を対象とし，塗装面積を計上する。 

３．はけ・ローラーによる塗装作業とする。 
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. .

Ⅵ-1-③-2

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

語句の修正

工　 　種 橋梁塗装工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工 種 
標準単価 

機 労 材 

新橋継手部 

現場塗装 

中塗り・上塗り 

○ ○ ○ 

(注)１．新橋継手部現場塗装とは，工場内において継手部を除く部位への上塗り塗装が完了した新橋に対す

る架設現場での作業を示す。 

２．はけ・ローラーによる塗装作業とする。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

塗替塗装 ○ ○ ○ 

(注)１．清掃又は水洗い作業は，ウエスによる粉塵，ばい煙等の除去，又は，水洗い作業による塩分等の除去

を対象とする。 

２．素地調整は，塗装面積を計上する。 

３．動力工具及び手工具による素地調整工で発生したケレンかす等の処理に要する費用を含む。 

４．ブラスト処理による素地調整工で発生した研削材及びケレンかすの運搬・処分に要する費用は含ま 

ない。 

５．ブラスト処理による素地調整工で粉塵飛散防止のための防護工及び安全対策に要する費用は含まない。 

６．密閉部における有機溶剤除去時の安全対策に要する費用は含まない。 

７．はけ・ローラー又はスプレーによる塗装作業とし，スプレー塗装に必要な養生費は，含まない。 

２－２ 標準単価の規格・仕様 

表２．１ 新橋現場塗装・新橋継手部現場塗装素地調整 

区 分 規格・仕様 単 位 日当たり標準施工量 

素 地 調 整 
動 力 工 具 処 理 I S O S ｔ 3 ㎡ 38 

ブ ラ ス ト 処 理 I S O S a 2 1 ／ 2 ㎡ 42 

研 削 材 及 び ケ レ ン か す 回 収 ・ 積 込 工 ㎡ 70 

（注）ブラスト処理に用いる研削材は硅砂を除く。 

表２．２ 新橋現場塗装・新橋継手部現場塗装（１） 

区分 規 格 ・ 仕 様 単 位 日当たり標準施工量 

ミ ス ト

コ ー ト
変 性 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 （ １ 層 ） ㎡ 325 

下

塗

り

塗

装

超厚膜形エポキシ樹脂塗料（２回塗り／層） 注１ ㎡ 115 

有 機 ジ ン ク リ ッ チ ペ イ ン ト （ ２ 層 ）  注 ２ ㎡ 150 

有機ジンクリッチペイント（２回塗り／層）注１ ㎡ 143 

変 性 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 （ ２ 層 ） 注 ２ ㎡ 150 

鉛・クロムフリーさび止めペイント（３層）注２ ㎡ 100 

変 性 エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 （ １ 層 ） ㎡ 300 

 (注) １．超厚膜形エポキシ樹脂塗料（２回塗り／層），有機ジンクリッチペイント（２回塗り／層）は, 

１層当たりの目標膜厚を得るために，２回塗りを必要とする。 

２．２層は，１層目の塗装を行った後，適切な塗装間隔を空けてさらにもう１層の塗装を塗り重ね 

るものである。３層は, ２層目の塗装を行った後，適切な塗装間隔を空けてさらにもう１層の 

塗装を塗り重ねるものである。 
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３．動力工具及び手工具による素地調整工で発生したケレンかす等の回収・積込・運搬・処分に要する費

用を含む。 

４．ブラスト処理による素地調整工で発生した研削材及びケレンかすの運搬・処分に要する費用は含ま 

ない。回収・積込に要する費用を必要に応じて計上する。 

現行どおり

現行どおり
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. .

Ⅵ-1-③-6

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

語句の修正

工　 　種 橋梁塗装工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

(10) ブラスト処理による素地調整工で発生した研削材及びケレンかすの運搬・処分に要する費用は含まない。回収・積

込に要する費用を必要に応じて計上する。

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 鋼橋の現場での塗装作業に適用する。

(２) 標準単価の設定でいう濃彩とは，青，緑系及びオレンジ系のことであり，赤系，濃彩以外を淡彩とする。

(３) 適用出来る鋼橋形式は，次のとおりとする。

鈑桁構造……プレートガーダー，連続プレートガーダー，ゲルバーガーダー，合成桁等に類するもの。 

箱桁構造……単純ボックスガーダー，連続ボックスガーダー，ゲルバーボックスガーダー，合成ボックスガ

ーダーに類するもの。 

弦材を有する構造……トラス，ゲルバートラス，ランガー桁，アーチ又はラーメン等に類するもの。 

横断歩道橋……各種横断歩道橋。 

側道橋……各種側道橋。 

(４) 素地調整（ケレン）工に伴う塗膜の劣化面積と素地調整種別は，次のとおりとする。

１) さびが発生している場合

素地調整 

種 別 
さびの状態 

発錆面積 

（％） 
素地調整内容 

１ 種 － － 
さび，旧塗膜を完全に除去し，鋼材面

を露出させる。 

２ 種 
点錆が進行し，板状錆に近い状態

や，こぶ状錆となっている。 
30 以上 

旧塗膜，さびを除去し，鋼材面を露出

させる。 

３ 種 

Ａ 
点錆がかなり点在している。 15 ～ 30 

活膜は残すが，それ以外の不良部（さ

び・われ・ふくれ）は除去する。 

３ 種 

Ｂ 
点錆が少し点在している。 ５～ 15 同 上 

３ 種 

Ｃ 
点錆がほんの少し点在している。 ５以下 同 上 

２) さびがなく，われ・ふくれ・はがれ・白亜化・変退色などの塗膜異常がある場合。

素地調整 

種 別 
さびの状態 

塗膜異常面積 

（％） 
素地調整内容 

３ 種 

Ａ 

発錆はないが，われ・ふくれ・は

がれの発生が多く認められる。 
30 以上 活膜は残すが，不良部は除去する。 

３ 種 

Ｂ 
同 上 15 ～ 30 同 上 

３ 種 

Ｃ 
同 上 ５～ 15 同 上 

４ 種 
同 上 ５以下 同 上 

白亜化・変退色の著しい場合。 粉化物・汚れ等を除去する。 

(５) 鋼橋架設の新橋継手部の素地調整は動力工具処理又はブラスト処理により行う作業をいう。

(６) ３種ケレンについては，補修塗装作業を含むものとする。なお，２種及び４種ケレンについては，補修塗装

作業を含まないものとする。

(７) ２種ケレン，３種ケレン，４種ケレンは動力工具処理及び手工具により行う作業とし，ブラスト処理により

行う作業は適用外とする。

(８) ケレン（ブラスト処理を含む）及びスプレー塗装の粉塵飛散防止のための防護工及び安全対策が必要な場合

は，別途計上する。

(９) 準備・補修における補修塗装作業とは，橋梁架設時に行う下塗り塗膜破損箇所の補修作業である。

(10) ブラスト処理による素地調整工で発生した研削材及びケレンかすの運搬・処分に要する費用は含まない。 

(11) 準備・補修及び清掃・水洗い作業における水洗い作業の有無に関わらず適用できる。 

(12) 準備・補修における下塗り損傷箇所の補修塗り，素地調整３種ケレンにおける鋼材露出部への簡易的な部分塗り（タ

ッチアップ作業）の有無に関わらず適用できる。 

(13) 随意契約による調整を行う追加工事の扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定す

る。

（14) 高力ボルト連結部の塗装仕様に関して，防錆処理ボルトの使用の有無に関わらず適用できる。

現行どおり

現行どおり
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. .

Ⅵ-1-③-7

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

語句の修正

工　 　種 橋梁塗装工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ｆ－ 11 有機ジンクリッチペイント（２層） 
④ 

４．  施工単価入力基準表 
(１) 継手部素地調整（新橋現場塗装・新橋継手部現場塗装）

施工歩掛コード SG333 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ 

各 種 

素地調整方法 

①動力工具処理

②ブラスト処理

研削材及びケレン 

かす回収・積込工 

①無し 

②有り 

時間的制約の有無 

①無し

②有り

③著しく有り

夜間作業の有無 

①無し

②有り

(注)１．Ｊ１条件で①を選択した場合は，J２条件を入力する必要はない。 

２．Ｊ１条件で②を選択した場合は，粉塵飛散防止のための防護工及び安全対策に要する費用を別途計 

上すること。 

(２) 継手部下塗り（新橋現場塗装・新橋継手部現場塗装）

施工歩掛コード SG337 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

各 種 

塗料区分 

（表 4.1） 

時間的制約の有無 

①無し 

②有り 

③著しく有り

夜間作業の有無 

①無し

②有り

(注) 本コードは，新橋継手部現場塗装補正係数（Ｋ5）を考慮している。 

 表４．１  新橋継手部下塗り塗料区分 

塗装系 規 格 ・ 仕 様 入力番号 

Ｆ－ 11 

Ｆ－ 12 
ミストコート 変性エポキシ樹脂塗料（１層） ① 

Ｆ－ 11 

Ｆ－ 12 

Ｆ－ 14 

Ｆ－ 16 

超厚膜形エポキシ樹脂塗料（２回塗り／層） ② 

Ｆ－ 13 

Ｆ－ 14 
有機ジンクリッチペイント（２回塗り／層） ③ 

Ｆ－ 13 

Ｆ－ 14 
有機ジンクリッチペイント（２層） ④ 

Ｆ－ 13 変性エポキシ樹脂塗料（２層） ⑤ 

Ｆ－ 15 鉛・クロムフリーさび止めペイント（３層） ⑥ 

Ｆ－ 16 変性エポキシ樹脂塗料（１層） ⑦ 

現行どおり

前頁から移動
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現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載の明確化

Ⅵ-1-⑤-1

積算上の注意事項

工　 　種 コンクリートブロック積工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

⑤ コンクリートブロック積工 

１． 適 用 範 囲 

１－１ 標準単価が適用出来る範囲 

(１) 勾配が１割未満（１：1.0 未満）の法面に施工するブロック積みで，JIS タイプ（JIS で規定する形状寸

法）の積ブロック（間知・ブロック質量 150kg ／個未満）を使用する場合に適用する。

ただし，コンクリートブロックは滑面タイプを標準とする。 

１－２ 標準単価が適用出来ない範囲 

(１) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの

１) 積ブロック（間知・ブロック質量 150kg ／個以上）を使用する場合。

２) 作業半径が 8.5m を超える場合又は吊上げ高さが 5.8m を超える場合。

３） 勾配が１割以上（１：１．０以上）の法面に施工する場合。

４） JIS 以外の積ブロックを使用する場合。

(２) 特別調査等別途考慮するもの

１) 離島及び山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合。

２) その他，規格・仕様等が適合せず，標準単価が適用出来ない場合。

２． 標準単価の設定 

２－１ 標準単価の構成と範囲 

標準単価で対応しているのは，機・労・材の○印及びフロー図の実線部分である。 

工 種 
標準単価 

機 労 材 

ブロック積工 ○ ○ ○ 

（注）１．材料ロス及び現場内小運搬を含む。 

２．ブロック積工には，調整コンクリートも含む。 

３．標準単価には，胴込・裏込コンクリートの打設手間を含むが，材料費は含まない。なお，材料費に

ついては，施工単価入力基準表（SG359）で考慮されているため別途計上する必要はない。 

４．特殊養生，雪寒仮囲いのための機械経費，労務費及び材料費は含まない。 

なお，必要な場合は別途考慮する。 

２－２ 標準単価の規格・仕様 

ブロック積工の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

表２．１ 規格・仕様区分 

区 分 規 格・仕 様 単位 
日当たり 

標準施工量 

ブロック積工 
JISタイプの積ブロック(間知・ブロック質量150㎏/個未満), 

調整コンクリート等 
㎡ １１ 

掘

削
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ブ
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込
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ブロック積工 

２－２ 標準単価の規格・仕様 

ブロック積工の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

表２．１ 規格・仕様区分 

（注）１．上表の日当り標準施工量には，コンクリートブロック積工，裏込砕石工，胴込・裏込コンクリート

工までの一連作業を含む。 

２．裏込砕石工，胴込・裏込コンクリート工を施工しない場合も上表による。 

区 分 規 格・仕 様 単位 
日当たり 

標準施工量 

ブロック積工 
JISタイプの積ブロック(間知・ブロック質量150㎏/個未満), 

調整コンクリート等 
㎡ １１ 

現行どおり
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Ⅵ-1-⑤-2

積算上の注意事項

現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

語句の追加
語句の修正

工　 　種 コンクリートブロック積工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 布積，谷積を問わず適用出来る。

(２) 設計面積は，ブロック積本体の面積と調整コンクリートの面積を合計した面積とすること。

(３) 標準単価は， JIS タイプの滑面ブロックを標準とする。

JIS タイプの粗面・化粧ブロックを使用する場合やブロック材料単価が同一県内の地区により異なる場合は

次式により滑面ブロックとの材料単価差を加算する。

ただし，補正係数を適用させる場合は，標準単価を補正した後，材料単価差を加算するものとする。

式：標準単価［ブロック積工：円／㎡］×補正係数

＋材料単価差（粗面・化粧ブロック［円／㎡］－滑面ブロック［円／㎡］） 

なお，ブロックの㎡当り単価の算出は次式による。 

式：ブロック単価 [ 円／㎡] ＝材料単価［円／個］×㎡当り使用量［個／㎡］ 

現行どおり

２－３ 補正係数 

(１) 補正係数の適用基準

表２．２ 補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記号 備考

補 

正 

係 

数 

裏込コンクリート 

を施工しない場合
対象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 Ｋ1 対象数量

空 積 の 場 合 対象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 Ｋ2 対象数量

(２) 補正係数の数値

表２．３ 補正係数の数値 

区 分 記号 ブロック積工

補 

正 

係 

数 

裏込コンクリート 

を施工しない場合
Ｋ1 0.95

空積の場合 Ｋ2 0.91

２－４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注１）×設計数量＋材料費（注２） 

(注１) 設計単価＝標準単価×（Ｋ1 or Ｋ2） 

(注２) 胴込・裏込コンクリートを施工する場合は, コンクリート材料費を計上する。材料費の計上は

次式による。 

材料費＝コンクリート（胴込・裏込）材料単価×設計数量×１.12（ロス分） 

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 布積，谷積を問わず適用出来る。

(２) 設計面積は，ブロック積本体の面積と調整コンクリートの面積を合計した面積とすること。

(３) 標準単価は， JIS タイプの滑面ブロックを標準とする。

JIS タイプの粗面・化粧ブロックを使用する場合は，次式により滑面ブロックとの材料単価差を加算する。

ただし，補正係数を適用させる場合は，標準単価を補正した後，材料単価差を加算するものとする。

式：標準単価［ブロック積工：円／㎡］×補正係数

＋材料単価差（粗面・化粧ブロック［円／㎡］－滑面ブロック［円／㎡］） 

なお，ブロックの㎡当り単価の算出は次式による。 

式：ブロック単価 [ 円／㎡] ＝材料単価［円／個］×㎡当り使用量［円／㎡］ 

(４) ブロック積工は，目地，水抜パイプ等の施工（材料費含む）の有無に関わらず適用出来る。

(５) 遮水・止水シート及び吸出し防止材を全面に施工する場合は「第Ⅱ編第２章③コンクリートブロック積（張）

工」により別途計上する。

(６) 小口止コンクリートは，「第Ⅱ編第４章コンクリート工」により別途計上する。

(７) 基礎・天端コンクリートを施工する場合は「第Ⅱ編第２章③コンクリートブロック積（張）工の現場打基礎

コンクリート工及び天端コンクリート工」により別途計上する。

(８) 基礎・裏込砕石を施工する場合，基礎砕石は「第Ⅱ編第２章②基礎・裏込砕石工，基礎・裏込栗石工」，裏込

砕石は「第Ⅱ編第２章③コンクリートブロック積（張）工」により別途計上する。

現行どおり
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. .

工　　　種 排水構造物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ⅵ-1-⑥-3

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加

新規区分の追加

新規区分の追加に
伴う修正

新規区分の追加に
伴う修正

２－３ 補正係数 

(１) 補正係数の適用基準

表２．２ 補正係数の適用基準 

規 格・仕 様 適 用 基 準 記号 備 考 

補 

正 

係 

数 

Ｌ＝1,000㎜を使用 

す る 場 合 

使用する側溝本体の長さ(L)が1,000㎜の場合は,対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ1 対象数量 

Ｌ＝4,000㎜を使用 

す る 場 合 

使用する側溝本体の長さ(L)が4,000㎜の場合は,対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ2 対象数量 

Ｌ＝5,000㎜を使用 

す る 場 合 

使用する側溝本体の長さ(L)が5,000㎜の場合は,対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ3 対象数量 

法 面 小 段 面 
法面小段面部における作業の場合は,対象となる規格・仕様の単

価を係数で補正する。 
Ｋ4 対象数量 

法 面 縦 排 水 
法面縦排水部における作業の場合は,対象となる規格・仕様の単

価を係数で補正する。 
Ｋ5 対象数量 

基 礎 砕 石 を 施 工 

し な い 場 合 

基礎砕石を施工しない場合は,対象となる規格・仕様の単価を係

数で補正する。 
Ｋ6 対象数量 

再 利 用 撤 去 
再利用を目的とした側溝本体及び蓋版本体の撤去作業の場合は,

対象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ7 対象数量 

(２) 補正係数の数値

表２．３ 補正係数の数値 

区 分 記 号 Ｕ型側溝 自由勾配側溝 蓋 版

補 

正 

係 

数

Ｌ＝1,000㎜を使用 

す る 場 合
Ｋ1 1.17 － －

Ｌ＝4,000㎜を使用 

す る 場 合
Ｋ2 0.93 － －

Ｌ＝5,000㎜を使用 

す る 場 合
Ｋ3 0.88 － －

法 面 小 段 面 Ｋ4 1.21 － 1.00

法 面 縦 排 水 Ｋ5 1.38 － －

基 礎 砕 石 を 施 工 

し な い 場 合
Ｋ6 0.87 0.87 －

再 利 用 撤 去 Ｋ7 0.51 － 0.62

(注)１．Ｌ＝1,000 ㎜を使用する場合の補正係数（Ｋ1）,Ｌ＝4,000 ㎜を使用する場合の補正係数（Ｋ2）

及びＬ＝5,000 ㎜を使用する場合の補正係数（Ｋ3）が補正の対象としているのはＵ型Ｌ＝2,000

㎜であり，各々の個当り質量を２ｍに換算し，適合する規格・仕様の単価を係数で補正する。 

２－４ 直接工事費の算出 

［設置］ 

直接工事費＝（設計単価（注１）×設計数量）＋材料費（注２又は注３） 

(注１) 設計単価＝標準単価×（Ｋ1 × Ｋ2 ×……× Ｋ7） 

(注２) 材 料 費＝側溝材料単価×設計数量＋基礎砕石材料単価×設計数量× 1.20（ロス分） 

＋コンクリート材料単価×設計数量× 1.06（ロス分） 

(注３) 材 料 費＝蓋版材料単価×設計数量 

２－３ 補正係数 

(１) 補正係数の適用基準

表２．２ 補正係数の適用基準 

規 格・仕 様 適 用 基 準 記号 備 考 

補 

正 

係 

数 

Ｌ＝1,000㎜を使用 

す る 場 合 

使用する側溝本体の長さ(L)が1,000㎜の場合は,対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ1 対象数量 

法 面 小 段 面 
法面小段面部における作業の場合は,対象となる規格・仕様の単

価を係数で補正する。 
Ｋ2 対象数量 

法 面 縦 排 水 
法面縦排水部における作業の場合は,対象となる規格・仕様の単

価を係数で補正する。 
Ｋ3 対象数量 

基 礎 砕 石 を 施 工 

し な い 場 合 

基礎砕石を施工しない場合は,対象となる規格・仕様の単価を係

数で補正する。 
Ｋ4 対象数量 

再 利 用 撤 去 
再利用を目的とした側溝本体及び蓋版本体の撤去作業の場合は,

対象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ5 対象数量 

(２) 補正係数の数値

表２．３ 補正係数の数値 

区 分 記 号 Ｕ型側溝 自由勾配側溝 蓋 版

補 

正 

係 

数

Ｌ＝1,000㎜を使用 

す る 場 合
Ｋ1 1.17 － －

法 面 小 段 面 Ｋ2 1.21 － 1.00

法 面 縦 排 水 Ｋ3 1.38 － －

基 礎 砕 石 を 施 工 

し な い 場 合
Ｋ4 0.87 0.87 －

再 利 用 撤 去 Ｋ5 0.51 － 0.62

(注)１．Ｌ＝1,000 ㎜を使用する場合の補正係数（Ｋ1）が補正の対象としているのはＵ型Ｌ＝2,000 ㎜

であり，個当り質量を２ｍに換算し，適合する規格・仕様の単価を係数で補正する。 

２－４ 直接工事費の算出 

［設置］ 

直接工事費＝（設計単価（注１）×設計数量）＋材料費（注２又は注３） 

(注１) 設計単価＝標準単価×（Ｋ1 × Ｋ2 ×……× Ｋ5） 

(注２) 材 料 費＝側溝材料単価×設計数量＋基礎砕石材料単価×設計数量× 1.20（ロス分） 

＋コンクリート材料単価×設計数量× 1.06（ロス分） 

(注３) 材 料 費＝蓋版材料単価×設計数量 

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 標準単価には，側溝本体，蓋版，基礎砕石，基礎コンクリート，底部コンクリートの材料費は含まない。

(２) 側溝，蓋版の設置，再利用撤去における施工方法（機械・人力）は問わない。

(３) 移設時の設置工事にも適用出来る。

(４) 敷材としてモルタルに替えて砂を使用する場合にも適用出来る。

(５) 鋼製蓋版は受枠の有無にかかわらず適用出来る。

(６) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定

する。

次頁へ移動 

20 / 48



. .

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

工　　　種 排水構造物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

３． 適用にあたっての留意事項 

標準単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 標準単価には，側溝本体，蓋版，基礎砕石，基礎コンクリート，底部コンクリートの材料費は含まない。

(２) 側溝，蓋版の設置，再利用撤去における施工方法（機械・人力）は問わない。

(３) 移設時の設置工事にも適用出来る。

(４) 敷材としてモルタルに替えて砂を使用する場合にも適用出来る。

(５) 鋼製蓋版は受枠の有無にかかわらず適用出来る。

(６) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定

する。

前頁から移動 
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. .

Ⅵ-1-⑥-4

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加に
伴う修正

新規区分の追加に
伴う修正

工　　　種 排水構造物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

４．施工単価入力基準表 

(１) Ｕ型側溝

施工歩掛コード SG323 施工単位 ｍ

施工区分
入 力 条 件

Ｊｌ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５

各 種

作業区分 

①据付け

②再利用撤去

③再利用撤去

・据付け

L=1,000ｍｍ 

L=4,000ｍｍ 

L=5,000ｍｍ 

の使用の有無 

①無し

②L=1,000ｍｍ

③L=4,000ｍｍ

④L=5,000ｍｍ

夜間作業 

の有無 

①無し

②有り

Ｕ型側溝

の種類 

(表4.3)

規格・仕様 

区 分 

(表4.1)

Ｊ６ Ｊ７ Ｊ８ Ｊ９ Ｊ10

時間的制約 

の有無 

①無し

②有り

③著しく有り

施工箇所

における

補正 

①無し

②小段面部

③縦排水部

基礎砕石

施工の有無 

①有り

②無し

基礎砕石

の種類 

(表4.2)

基礎砕石

10ｍ当り

設計数量 

(ｍ3/10ｍ)

(実数入力)

(注)１．Ｊ１条件において②及び③を選択した場合，Ｕ型側溝の単価入力をする必要はない。 

２．Ｊ１条件において②を選択した場合，Ｊ８条件，Ｊ９条件及びＪ10 条件は選択する必要はない。 

３．Ｊ２条件において②～④を選択した場合，個当り質量を２ｍに換算し，表 4.1 の③～⑤に適合する規格・

仕様を選択するため，Ｊ４条件は を選択し，Ｊ５条件は③～⑤を選択すること。 

５．Ｊ４条件において を選択した場合のみ，Ｊ５条件を選択すること。 

６．Ｊ８条件において①を選択した場合のみ，Ｊ９及びＪ10 条件を選択すること。 

７．Ｊ９条件において⑥を選択した場合，砕石単価[円／㎥］を単価入力すること。

８．基礎砕石の材料使用量の補正を含む。 

９．Ｕ型側溝材料が支給品の場合は支給品扱いとして計上する。 

25 

４．Ｊ４条件において 25 を選択した場合，側溝単価[ 円／個］を単価入力すること。 

25 

現行どおり 

４．施工単価入力基準表 

(１) Ｕ型側溝

施工歩掛コード SG323 施工単位 ｍ

施工区分
入 力 条 件

Ｊｌ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５

各 種

作業区分 

①据付け

②再利用撤去

③再利用撤去

・据付け

L=1,000ｍｍ

の使用の有無 

①無し

②有り

夜間作業 

の有無 

①無し

②有り

Ｕ型側溝

の種類 

(表4.3)

規格・仕様 

区 分 

(表4.1)

Ｊ６ Ｊ７ Ｊ８ Ｊ９ Ｊ10

時間的制約 

の有無 

①無し

②有り

③著しく有り

施工箇所

における

補正 

①無し

②小段面部

③縦排水部

基礎砕石

施工の有無 

①有り

②無し

基礎砕石

の種類 

(表4.2)

基礎砕石

10ｍ当り

設計数量 

(ｍ3/10ｍ)

(実数入力)

(注)１．Ｊ１条件において②及び③を選択した場合，Ｕ型側溝の単価入力をする必要はない。 

２．Ｊ１条件において②を選択した場合，Ｊ８条件，Ｊ９条件及びＪ10 条件は選択する必要はない。 

３．Ｊ２条件において②を選択した場合，個当り質量を２ｍに換算し，表 4.1 の③～⑤に適合する規格・仕

様を選択するため，Ｊ４条件は を選択し，Ｊ５条件は③～⑤を選択すること。 

５．Ｊ４条件において を選択した場合のみ，Ｊ５条件を選択すること。 

６．Ｊ８条件において①を選択した場合のみ，Ｊ９及びＪ10 条件を選択すること。 

７．Ｊ９条件において⑥を選択した場合，砕石単価[円／㎥］を単価入力すること。

８．基礎砕石の材料使用量の補正を含む。 

９．Ｕ型側溝材料が支給品の場合は支給品扱いとして計上する。 

表４．１ 規格・仕様 

規 格 質 量 入力番号

Ｌ＝600㎜
60㎏/個以下 ①

60を超え300㎏/個以下 ②

Ｌ＝2,000㎜

1,000㎏/個以下 ③

1,000を超え2,000㎏/個以下 ④

2,000を超え2,900㎏/個以下 ⑤

25 

４．Ｊ４条件において 25 を選択した場合，側溝単価[ 円／個］を単価入力すること。 

25 
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記載の修正

工　　　種 鉄筋工（太径鉄筋含む）

.

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

改　正　理　由 一部改正
改　　正

1／9

歩掛改定に伴う記
載の変更

Ⅵ-2-①-1

積算上の注意事項

（控え頁）

第２章 市 場 単 価

① 鉄 筋 工 

①－１ 鉄筋工（太径鉄筋含む）

１． 適 用 範 囲 

本資料は，市場単価方式による鉄筋工に適用する。 
１－１ 市場単価が適用できる範囲 

(１) 河川，海岸，道路，水路，コンクリート橋梁，鋼橋用及びコンクリート橋（ＰＣコンポ橋,ＰＣ合成桁橋）

用床版（ＰＣ床版は除く）等の鉄筋構造物の加工・組立，及び，差筋（削孔等を行うあと施工アンカーは除

く），場所打杭の鉄筋かごの加工・組立。 
(２) 鉄筋径は，Ｄ10（φ９）以上Ｄ51（φ51）以下とする。 

１－２ 市場単価が適用できない範囲 
(１) 土木工事積算基準書等により別途積算するもの。 
１) 表１.１に示す工種。 
２) ダム本体工事における鉄筋工。 

(２) 特別調査等別途考慮するもの。 
１) 表１.２に示す工種。 
２) 鉄筋加工，もしくは，鉄筋組立のみ。 
３) 離島及び山間僻地等で,明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 
４) 25ｔ吊以下のトラッククレーン及びラフテレーンクレーン以外のクレーンを使用する場合。 
５) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

表１．１ 土木工事積算基準書等により別途積算するもの 

コンクリートブロック積（張）の連結ブロック等の連結用鉄筋工 
コンクリート舗装工 
道路維持修繕の橋梁地覆補修工 
ポストテンション桁製作 
ＰＣ橋架設工 
ポストテンション場所打ホロースラブ橋 
ポストテンション場所打箱桁橋 
伸縮装置工 

基準書による 

表１．２ 特別調査によるもの 

コンクリート山止め壁工の場所打連続壁工 
その他（特に加工・組立が困難な構造物） 

特別調査等 
別途考慮 

現行どおり

表１．１ 土木工事積算基準書等により別途積算するもの 

コンクリートブロック積（張）の連結ブロック等の連結用鉄筋工 
コンクリート舗装工 
道路維持修繕の橋梁地覆補修工 
ポストテンション桁製作 
ＰＣ橋架設工 
ポストテンション場所打ホロースラブ橋 
ポストテンション場所打箱桁橋 
伸縮装置工 
沓座拡幅工 

基準書による 

現行どおり
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記載の修正

工　　　種 鉄筋工（太径鉄筋含む）

現 行 改 正 備　　　　考

. .

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の修正

Ⅵ-2-①-5

積算上の注意事項

表２．５ 補正係数の数値 

１) 補正係数１（必要条件を選択） 
区 分 記 号 一般構造物,場所打杭用かご筋 

補
正
係
数
１

時 間 的 制 約 を 受 け る 場 合 Ｋ1 1.10 
夜 間 作 業 Ｋ2 1.25 
ト ン ネ ル 内 作 業 Ｋ3 1.10 
法 面 作 業 Ｋ4 1.15 

太 径 鉄 筋 
Ｋ5 0.9 
Ｋ6 0.8 
Ｋ7 0.7 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工規

模加算率のみを対象とする。 
２．規格・仕様区分において場所打杭用かご筋を適用する場合は，トンネル内作業の補正，法面作

業の補正を行わない。 
３．トンネル内作業は，時間的制約を受ける場合の補正，夜間作業の補正を行わない。 

２) 補正係数２（１項目を選択） 
区  分 記 号 一般構造物 

補
正
係
数
２

切 梁 の あ る 構 造 物 Ｔ1 1.00 
地 下 構 造 物 Ｔ2 1.10 
橋 梁 用 床 版 Ｔ3 0.85 
Ｒ Ｃ 場 所 打 ホ ロ ー ス ラ ブ 橋 Ｔ4 1.15 
差 筋 及 び 杭 頭 処 理 Ｔ5 0.95 

(注)１．項目の選択は，３．適用にあたっての留意事項（８）フロー図による。 
２．Ｋ3，Ｋ4 を適用する場合，補正係数２は適用しない。 
３．Ｋ5，Ｋ6，Ｋ7 を適用する場合は，Ｔ3，Ｔ4は適用しない。 

２－４ 直接工事費の算出 
直接工事費＝設計単価（注１）×設計数量＋材料費（注２） 
（注１）設計単価＝標準の市場単価×（１＋ Ｓ0 or Ｓ1 ／ 100）×（Ｋ1 × Ｋ2 ×……× Ｋ７）× 

（ Ｔ1 or Ｔ2 or …… or Ｔ5） 
※ Ｔ1 ～ Ｔ5 は１項目を選択 

（注２）材料費の計上は次による。 
材料費＝設計質量× 1.03（ロス分）×鉄筋材料単価 

３． 適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 
(１) 普通鉄筋・異形鉄筋とも同一条件とし，市場単価の区分はしない。 
(２) 鉄筋強度，長さは問わない。 
(３) 鉄筋工の継手は，重ね継手を標準とし，機械継手の場合は，機械継手の材料費・設置手間を別途計上する。 

また，ガス圧接の場合は，土木工事標準積算基準書第Ⅵ編第２章①－２鉄筋工（ガス圧接工）によるものと

する。 
(４) フック鉄筋以外の定着工法用の鉄筋加工費，鉄筋のねじ切り加工費は別途計上する。 
(５) フレアー溶接を行う場合は，フレアー溶接費用を別途計上する。 

２) 補正係数２（１項目を選択） 
区  分 記 号 一般構造物 

補
正
係
数
２

切 梁 の あ る 構 造 物 Ｔ1 1.00
地 下 構 造 物 Ｔ2 1.10
橋 梁 用 床 版 Ｔ3 0.85
Ｒ Ｃ 場 所 打 ホ ロ ー ス ラ ブ 橋 Ｔ4 1.15
差 筋 及 び 杭 頭 処 理 Ｔ5 0.95

(注)１．項目の選択は，３．適用にあたっての留意事項（10）フロー図による。 
２．Ｋ3，Ｋ4 を適用する場合，補正係数２は適用しない。 
３．Ｋ5，Ｋ6，Ｋ7を適用する場合は，Ｔ3，Ｔ4は適用しない。 

現行どおり

現行どおり
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記載の修正

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 鉄筋工（太径鉄筋含む）

Ⅵ-2-①-6

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

(６) 場所打杭用かご筋は，固定金具の設置手間は含むが，材料費は含まない。また，補強材及びスペーサは表２．

１の計上区分による。 
(７) 架台を必要とする場合は，架台の製作・組立費用を別途計上する。 
(８) 組立鋼材（形鋼）を必要とする場合は，組立鋼材（形鋼）の材料費・設置手間（クレーン等による組立鋼材

（形鋼）設置，組立鋼材（形鋼）とライナープレートなどとの接合費用等）を別途計上（特別調査等）する。

(９) 一工事中に複数の補正係数２（タイプ）に該当する場合は，それぞれの「補正係数２」毎の単価を適用する。

ただし，施工規模加算率の判定は一工事全体の合計数量で判定する。 
(10) 規格・仕様区分及び補正係数２の適用は次に示すフローによる。 

規格・仕様 

補正係数２ 

ＳＴＡＲＴ 

場所打杭用かご筋である。 一般構造物である。 

差筋もしくは杭頭処理である。 Ｔ５(差筋及び杭頭処理) 

ＲＣ場所打ちホロースラブである。 Ｔ４(ＲＣ場所打ちホロースラブ橋) 

橋梁用床版である。 Ｔ３(橋梁用床版) 

覆工板を外さず施工する。 Ｔ２(地下構造物) 

切梁がある。 Ｔ１(切梁のある構造物) 
・Ｈ1＜２Ｈ2である。 
・Ｈ1 が存在しない。

補正なし 

YES 

NO 

NO 

YES 

YES 

NO 

YES 

YES YES

NO NO

規格・仕様 

補正係数２ 

ＳＴＡＲＴ 

場所打杭用かご筋である。 一般構造物である。 

差筋もしくは杭頭処理である。 Ｔ５(差筋及び杭頭処理) 

ＲＣ場所打ちホロースラブである。 Ｔ４(ＲＣ場所打ちホロースラブ橋) 

橋梁用床版である。 Ｔ３(橋梁用床版) 

覆工板を外さず施工する。 Ｔ２(地下構造物) 

切梁がある。 Ｔ１(切梁のある構造物) 
・Ｈ1＜２Ｈ2である。 
・Ｈ1が存在しない。

補正なし 

YES 

NO 

NO 

YES 

YES 

NO 

YES 

YES YES

NO NO

NO 

現行どおり
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. .

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

Ⅵ-2-④-5

積算上の注意事項

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．７ 加算率・補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記 号 備 考 

加
算
率

施 工 規 模 

標準 Ｓ0 

全体 

数量 
１工事の施工規模が標準より小さい場合は，対

象となる規格・仕様の単価を率で加算する。 

Ｓ1 

Ｓ2

Ｓ3 

補

正

係

数

時間的制約を受ける場合 

通常勤務すべき１日の作業時間(所定労働時間)

を７時間以下４時間以上に制限する場合は，対

象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 

対象 

数量 

施 工 基 面 か ら の 法 面 の 

垂 直 高 が 4 5 ｍ を 超 え 

8 0 ｍ 以 下 の 場 合 

植生基材吹付工において，法面の垂直高が 45

ｍを超え 80ｍ以下の場合は，対象となる規格・

仕様の単価を係数で補正する。但し，施工基面

より下面への施工は補正しない。 

Ｋ2 

枠内吹付の場合 
吹付枠工で枠内吹付をする場合，対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。また，対象

となる数量は，枠内に吹付ける面積とする。 

Ｋ3 
モルタル吹付工

コンクリート吹付工

植生基材吹付工 

表２．６ 主体種子 

草
本
類

外 来 種 

トールフェスク クリーピングレッドフェスク オーチャードグラス

ケンタッキーブルーグラス チモシー バミューダグラス

バビアグラス ホワイトクローバー 

ペレニアルライグラス イタリアンライグラス ベントグラス 

レッドトップ

在 来 種 ヨモギ ススキ イタドリ メドハギ

木
本
類

在 来 種 ヤマハギ（皮取り） ヤマハギ（皮付き） コマツナギ

（注）種子は外国産を対象とする。 

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．７ 加算率・補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記 号 備 考 

加
算
率

施 工 規 模 

標準 Ｓ0 
全体 

数量 
１工事の施工規模が標準より小さい場合は，対

象となる規格・仕様の単価を率で加算する。 

Ｓ1 

Ｓ2 

補

正

係

数

時間的制約を受ける場合 

通常勤務すべき１日の作業時間(所定労働時間)

を７時間以下４時間以上に制限する場合は，対

象となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 

対象 

数量 

施 工 基 面 か ら の 法 面 の 

垂 直 高 が 4 5 ｍ を 超 え 

8 0 ｍ 以 下 の 場 合 

植生基材吹付工において，法面の垂直高が 45

ｍを超え 80ｍ以下の場合は，対象となる規格・

仕様の単価を係数で補正する。但し，施工基面

より下面への施工は補正しない。 

Ｋ2 

枠内吹付の場合 
吹付枠工で枠内吹付をする場合，対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。また，対象

となる数量は，枠内に吹付ける面積とする。 

Ｋ3 
モルタル吹付工

コンクリート吹付工

植生基材吹付工 

(注) 各工種標準の垂直高は以下のとおりとする。 

１）モルタル吹付工，コンクリート吹付工は 45ｍ以下。

２）植生基材吹付工は 45ｍ以下。（下記図例を参照）

３）客土吹付工は 25ｍ以下。

４）種子散布工は 30ｍ以下。

現行どおり 

現行どおり 
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. .

積算上の注意事項

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

Ⅵ-2-④-6

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．８ 加算率・補正係数の数値 

区 分 
記
号モルタル吹付工 コンクリート吹付工 

機械播種施工による植生工 

植生基材吹付工 客土吹付工 種子散布工 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000 ㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

Ｓ1 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500 ㎡以上 

1,000 ㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

10％ 

Ｓ2 

(250 ㎡以上 

500 ㎡未満) 

15％ 

(250 ㎡以上 

500 ㎡未満) 

15％ 

(250 ㎡以上 

 500 ㎡未満) 

10％ 

(250 ㎡以上 

 500 ㎡未満) 

10％ 

(250 ㎡以上 

 500 ㎡未満) 

20％ 

Ｓ3 
(250 ㎡未満) 

30％ 

(250 ㎡未満) 

30％ 

(250 ㎡未満) 

20％ 

(250 ㎡未満) 

20％ 

(250 ㎡未満) 

40％ 

補

正

係

数

時間的制約を 

受 け る 場 合 
Ｋ1 1.05 1.05 1.05 1.05 1.10 

法 面 垂 直 高 

45ｍを超え 80

ｍ以下の場合 

Ｋ2 ── ── 1.10 ── ── 

枠 内 吹 付 

の 場 合 
Ｋ3 0.80 0.80 0.80 ── ── 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）, （Ｓ2）又は（Ｓ3）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場
合は，施工規模加算率のみを対象とする。

２．法面垂直高補正（Ｋ2）は，標準垂直高を超える面積（対象数量）についてのみ補正する。 
３．モルタル吹付工，コンクリート吹付工，植生基材吹付工におけるＫ1，Ｋ2 については，枠内吹付の場
合も同じ係数を使用するものとする。 

４．１工事において，通常の吹付工と枠内吹付工がある場合，同種の吹付けに限り，施工規模は合計施工
数量で判定する。 

５．種子散布工については，１工事において法面部と平面部に施工する場合，施工規模は合計施工数量で
判定する。 

２) 加算率・補正係数の数値

表２．８ 加算率・補正係数の数値 

区 分 
記
号モルタル吹付工 コンクリート吹付工 

機械播種施工による植生工 

植生基材吹付工 客土吹付工 種子散布工 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000 ㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

Ｓ1 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500 ㎡以上 

1,000 ㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

10％ 

Ｓ2 
(500 ㎡未満) 

15％ 

(500 ㎡未満) 

15％ 

(500 ㎡未満) 

10％ 

(500 ㎡未満) 

10％ 

(500 ㎡未満) 

20％ 

補

正

係

数

時間的制約を 

受 け る 場 合 
Ｋ1 1.05 1.05 1.05 1.05 1.10 

法 面 垂 直 高 

45ｍを超え 80

ｍ以下の場合 

Ｋ2 ── ── 1.10 ── ── 

枠 内 吹 付 

の 場 合 
Ｋ3 0.80 0.80 0.80 ── ── 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施
工規模加算率のみを対象とする。 

２．法面垂直高補正（Ｋ2）は，標準垂直高を超える面積（対象数量）についてのみ補正する。 
３．モルタル吹付工，コンクリート吹付工，植生基材吹付工におけるＫ1，Ｋ2 については，枠内吹付の場

合も同じ係数を使用するものとする。 
４．１工事において，通常の吹付工と枠内吹付工がある場合，同種の吹付けに限り，施工規模は合計施工

数量で判定する。 
５．種子散布工については，１工事において法面部と平面部に施工する場合，施工規模は合計施工数量で

判定する。 
６. 枠内吹付補正（Ｋ3）は, 法面清掃, ラス金網設置費用を含まないための補正である。

表２．９ 加算率・補正係数の数値 

区 分 
記
号

人力施工による植生工 ネット張工 

植生マット工 

植生シート工 
植生筋工 筋芝工 張芝工 繊維ネット工 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
(1,000㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

Ｓ1 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

Ｓ2 
(500㎡未満) 

15％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(500㎡未満) 

15％ 

補
正
係
数

時間的制約 

を 受 け る 

場 合 

Ｋ1 1.05 1.15 1.15 1.15 1.05 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，
施工規模加算率のみを対象とする。 

２．１工事において植生マットと植生シートを使用する場合，または植生シート工の標準品と環境品を使
用する場合，施工規模は合計施工数量で判定する。 

３．張芝工については，１工事において法面部と平面部に施工する場合，施工規模は合計施工数量で判定
する。 

次項へ移動 

６. 枠内吹付補正（Ｋ3）は, 法面清掃, ラス金網設置費用を含まないための補正である。
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. .

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

新規区分の追加

Ⅵ-2-④-7 次項へ移動 

前項より移動 

(注) 設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓ0 or Ｓ1 or Ｓ2／100）×（Ｋ1×Ｋ2×Ｋ3） 

３． 適用にあたっての留意事項 
市場単価の適用にあたっては，下記の点に留意すること。 

(１) モルタル吹付工，コンクリート吹付工

１) 法面部への施工を標準とするが、法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適用出来る。ただし、

平面部のみの施工には適用出来ない。 

２) モルタル，コンクリートの強度は，15N／mm2 (150kgf／cm2) 程度以上とする。

３) 特殊セメントを除き、普通セメント、高炉セメントの種別にかかわらず適用出来る。

４) 菱形金網は，線形 2.0mm 網目 50mm，アンカーピンはφ 9(Ｄ10) ×Ｌ＝200mm・1.5 本／ ㎡，及び φ16(Ｄ

16) ×Ｌ＝400mm・0.3 本／ ㎡ をそれぞれ標準とする。

５) 溶接金網を使用する場合は適用出来ない。

６) ラス張工はスペーサの有無にかかわらず適用出来る。

７) 補強鉄筋が必要な場合は別途計上する。

８) 仮設ロープ等による施工を標準とする。

９) 目地及び水抜パイプ等の施工の有無にかかわらず適用出来る。

１０) 吸出し防止材が必要な場合は材料費、設置手間を別途計上する。

１１) オーバーハングの法面は別途考慮する。

１２) 施工規模は，モルタル吹付工，コンクリート吹付工のそれぞれ１工事の全体数量で判定する。

(２) 植生基材吹付工

１) 菱形金網は，線形 2.0mm 網目 50mm，アンカーピンはφ 9(Ｄ10) ×Ｌ＝200mm・1.5 本／ ㎡，及び φ16(Ｄ

16) ×Ｌ＝400mm・0.3 本／ ㎡ をそれぞれ標準とする。

２) 仮設ロープ等による施工を標準とする。

３) 施工規模は，植生基材吹付工のみの１工事の全体数量で判定する。

４) 植生基材吹付工は，法面部への施工を標準とするが，法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適

用できる。ただし，平面部のみの施工には適用出来ない。

５) ラス張工はスペーサの有無にかかわらず適用出来る

６) 生育基盤材、肥料、接合材を含む。

(３) 客土吹付工，種子散布工

１) 客土吹付工に併用して施工するラス張工は，第Ⅵ編第２章④－２吹付枠工による。

２) 施工規模は，客土吹付工，種子散布工それぞれの１工事の全体数量で判定する。

３) 客土吹付工は，法面部への施工を標準とするが，法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適用

出来る。ただし，平面部のみの施工には適用出来ない。

４) 種子散布工は施工場所（法面部・平面部）にかかわらず適用出来る。

５) ｢繊維ネット工｣が必要な場合は材料費、設置手間を別途計上する。

６) 沖縄の種子散布工は土壌団粒化剤を使用する。

(４) 枠内吹付工

１) 枠内吹付に伴う法面清掃およびラス・アンカーピンの設置は第Ⅵ編第２章④－２吹付枠工による。

(５) 植生マット工，植生シート工，繊維ネット工

１) 肥料袋付（肥料袋間隔：40 ～ 50cm）が２重ネット，肥料袋無が１重ネットを標準とする。

２) アンカーピン及び止め釘の使用数量は植生マット工，繊維ネット工（肥料袋付）が６本/㎡ 程度，植生シ

ート工が４本/㎡ 程度，繊維ネット（肥料袋無）が３本/㎡ 程度を標準とする。また，アンカーピンはφ 9(Ｄ

10) ×Ｌ＝200mm，止め釘はＬ＝150mm を標準とする。

３) 繊維ネット工は，種子の費用を含まない。

４) 施工規模は，１工事における植生マット工，植生シート工の合計数量で判定する。

５) 繊維ネット工を単独で施工する場合，施工規模は繊維ネット工のみの１工事の全体数量で判定する。客土

　吹付工または種子散布工を併用する場合，施工規模は客土吹付工または種子散布工の数量で判定する。 

表２．９ 加算率・補正係数の数値 

区 分 
記
号

人力施工による植生工 ネット張工 

植生マット工 

植生シート工 
植生筋工 筋芝工 張芝工 繊維ネット工 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
(1,000㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(500㎡以上) 

0％ 

(1,000㎡以上) 

0％ 

Ｓ1 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(300㎡以上 

500㎡未満) 

15％ 

(500㎡以上 

1,000㎡未満) 

5％ 

Ｓ2 
(500㎡未満) 

15％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(300㎡未満) 

35％ 

(500㎡未満) 

15％ 

補
正
係
数

時間的制約 

を 受 け る 

場 合 

Ｋ1 1.05 1.15 1.15 1.15 1.05 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，
施工規模加算率のみを対象とする。 

２．１工事において植生マットと植生シートを使用する場合，または植生シート工の標準品と環境品を使
用する場合，施工規模は合計施工数量で判定する。 

３．張芝工については，１工事において法面部と平面部に施工する場合，施工規模は合計施工数量で判定
する。 

２－４ 直接工事費の算出 
直接工事費＝設計単価（注）×設計数量 

(注) 設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓ0 or Ｓ1 or Ｓ2 or Ｓ3／100）×（Ｋ1×Ｋ2×Ｋ3）

３． 適用にあたっての留意事項 
市場単価の適用にあたっては，下記の点に留意すること。 

(１) モルタル吹付工，コンクリート吹付工

１) 法面部への施工を標準とするが、法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適用出来る。ただし、

平面部のみの施工には適用出来ない。 

２) モルタル，コンクリートの強度は，15N／mm2 (150kgf／cm2) 程度以上とする。

３) 特殊セメントを除き、普通セメント、高炉セメントの種別にかかわらず適用出来る。

４) 菱形金網は，線形 2.0mm 網目 50mm，アンカーピンはφ 9(Ｄ10) ×Ｌ＝200mm・1.5 本／ ㎡，及び φ16(Ｄ

16) ×Ｌ＝400mm・0.3 本／ ㎡ をそれぞれ標準とする。

５) 溶接金網を使用する場合は適用出来ない。

６) ラス張工はスペーサの有無にかかわらず適用出来る。

７) 補強鉄筋が必要な場合は別途計上する。

８) 仮設ロープ等による施工を標準とする。

９) 目地及び水抜パイプ等の施工の有無にかかわらず適用出来る。

１０) 吸出し防止材が必要な場合は材料費、設置手間を別途計上する。

１１) オーバーハングの法面は別途考慮する。

１２) 施工規模は，モルタル吹付工，コンクリート吹付工のそれぞれ１工事の全体数量で判定する。

(２) 植生基材吹付工

１) 菱形金網は，線形 2.0mm 網目 50mm，アンカーピンはφ 9(Ｄ10) ×Ｌ＝200mm・1.5 本／ ㎡，及び φ16(Ｄ

16) ×Ｌ＝400mm・0.3 本／ ㎡ をそれぞれ標準とする。

２) 仮設ロープ等による施工を標準とする。

３) 施工規模は，植生基材吹付工のみの１工事の全体数量で判定する。

４) 植生基材吹付工は，法面部への施工を標準とするが，法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適

用できる。ただし，平面部のみの施工には適用出来ない。

５) ラス張工はスペーサの有無にかかわらず適用出来る

６) 生育基盤材、肥料、接合材を含む。

２－４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注）×設計数量 
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. .

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

Ⅵ-2-④-8

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

前項より移動 

(６) 植生筋工，筋芝工，張芝工

１) 植生筋工，筋芝工の設計数量は，芝の総面積ではなく，対象となる法面の面積とする。

２) 植生筋工，筋芝工は土羽厚 30cm を標準とする。

３) 張芝工は，施工場所（法面部・平面部）にかかわらず適用出来る。

４) 植生筋工，筋芝工は耳芝及び肥料等，張芝工は，耳芝，目串及び肥料等必要な資材を含む。ただし，使用の

有無にかかわらず適用出来る。

５) 施工規模は，植生筋工，筋芝工，張芝工それぞれの１工事の全体数量で判定する。

６) 北海道の張芝は栽培土工芝とし, 形状はロール芝，かけ土作業は含まない。

(７) 随意契約により調整を行う場合の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定する。 

(３) 客土吹付工，種子散布工

１) 客土吹付工に併用して施工するラス張工は，第Ⅵ編第２章④－２吹付枠工による。

２) 施工規模は，客土吹付工，種子散布工それぞれの１工事の全体数量で判定する。

３) 客土吹付工は，法面部への施工を標準とするが，法面に一部平面部（小段等）が含まれる施工にも適用

出来る。ただし，平面部のみの施工には適用出来ない。

４) 種子散布工は施工場所（法面部・平面部）にかかわらず適用出来る。

５) ｢繊維ネット工｣が必要な場合は材料費、設置手間を別途計上する。

６) 沖縄の種子散布工は土壌団粒化剤を使用する。

(４) 枠内吹付工

１) 枠内吹付に伴う法面清掃およびラス・アンカーピンの設置は第Ⅵ編第２章④－２吹付枠工による。

(５) 植生マット工，植生シート工，繊維ネット工

１) 肥料袋付（肥料袋間隔：40 ～ 50cm）が２重ネット，肥料袋無が１重ネットを標準とする。

２) アンカーピン及び止め釘の使用数量は植生マット工，繊維ネット工（肥料袋付）が６本/㎡ 程度，植生シ

ート工が４本/㎡ 程度，繊維ネット（肥料袋無）が３本/㎡ 程度を標準とする。また，アンカーピンはφ 9(Ｄ

10) ×Ｌ＝200mm，止め釘はＬ＝150mm を標準とする。

３) 繊維ネット工は，種子の費用を含まない。

４) 施工規模は，１工事における植生マット工，植生シート工の合計数量で判定する。

５) 繊維ネット工を単独で施工する場合，施工規模は繊維ネット工のみの１工事の全体数量で判定する。客土

吹付工または種子散布工を併用する場合，施工規模は客土吹付工または種子散布工の数量で判定する。

(６) 植生筋工，筋芝工，張芝工

１) 植生筋工，筋芝工の設計数量は，芝の総面積ではなく，対象となる法面の面積とする。

２) 植生筋工，筋芝工は土羽厚 30cm を標準とする。

３) 張芝工は，施工場所（法面部・平面部）にかかわらず適用出来る。

４) 植生筋工，筋芝工は耳芝及び肥料等，張芝工は，耳芝，目串及び肥料等必要な資材を含む。ただし，使用

の有無にかかわらず適用出来る。

５) 施工規模は，植生筋工，筋芝工，張芝工それぞれの１工事の全体数量で判定する。

６) 北海道の張芝は栽培土工芝とし, 形状はロール芝，かけ土作業は含まない。

(７) 随意契約により調整を行う場合の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定す

る。
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. .

Ⅵ-2-④-9

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

新規区分の追加

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

前項より移動 

４． 施工単価入力基準表 

(１) モルタル吹付工

施工歩掛コード SF295 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ 

吹付厚 

①５cm

②６cm

③７cm

④８cm

⑤９cm

⑥10cm

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500㎡以上1000㎡未満

③ 250 ㎡以上 500 ㎡未満

④ 250 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の補正 

① 無

② 有

枠内吹付の 

場合の補正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ２条件で②～④を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．Ｊ２条件の施工規模は，１工事に，モルタル吹付工と枠内吹付工（モルタル）がある場合，合計施工数

量で判定すること。 

３．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

(２) コンクリート吹付工

施工歩掛コード SF299 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ 

吹付厚 

① 10cm

② 15cm

③ 20cm

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500㎡以上1000㎡未満

③ 250 ㎡以上 500 ㎡未満

④ 250 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の補正 

① 無

② 有

枠内吹付の 

場合の補正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ２条件で②～④を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．Ｊ２条件の施工規模は，１工事に，コンクリート吹付工と枠内吹付工（コンクリート）がある場合，合

計施工数量で判定すること。 

４． 施工単価入力基準表 

(１) モルタル吹付工

施工歩掛コード SF295 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ 

吹付厚 

①５cm

②６cm

③７cm

④８cm

⑤９cm

⑥10cm

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500㎡以上1000㎡未満

③ 500 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の補正 

① 無

② 有

枠内吹付の 

場合の補正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ２条件で②～③を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．Ｊ２条件の施工規模は，１工事に，モルタル吹付工と枠内吹付工（モルタル）がある場合，合計施工数

量で判定すること。 

３．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

(２) コンクリート吹付工

施工歩掛コード SF299 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ 

吹付厚 

① 10cm

② 15cm

③ 20cm

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500㎡以上1000㎡未満

③ 500 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の補正 

① 無

② 有

枠内吹付の 

場合の補正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ２条件で②～③を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．Ｊ２条件の施工規模は，１工事に，コンクリート吹付工と枠内吹付工（コンクリート）がある場合，合

計施工数量で判定すること。 

３．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

３．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 
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Ⅵ-2-④-10

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

工　　　種 法面工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

(３) 機械播種施工による植生工

施工歩掛コード SF303 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ Ｊ６ 

工 種 区 分 

①植生基材吹付工 

②客土吹付工

③種子散布工

吹 付 厚 

①１cm

②２cm

③３cm

④４cm

⑤５cm

⑥６cm

⑦７cm

⑧８cm

⑨10cm

施 工 規 模 

① 1000㎡以上(標準)

② 500 ㎡以上

1000 ㎡未満

③ 250 ㎡以上

500 ㎡未満

④ 250 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の 補 正 

① 無

② 有

法 面 

垂 直 高 

に よ る 

補 正 

① 無

② 有

枠 内 吹 付 

の 場 合 の 

補 正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ１条件で①を選択した場合は，Ｊ２条件は③～⑨より選択すること。 

２．Ｊ１条件で②を選択した場合は，Ｊ２条件は①～③より選択すること。 

３．Ｊ１条件で③を選択した場合は，Ｊ２条件は選択する必要はない。 

４．Ｊ１条件で②③を選択した場合は，Ｊ５，Ｊ６条件は選択する必要はない。 

５．Ｊ３条件の施工規模は，１工事に，植生基材吹付工と枠内吹付工（植生基材）がある場合，合計施工数

量で判定すること。 

６．Ｊ３条件で②～④を選択した場合は，Ｊ４条件は①で固定される。 

７．Ｊ５条件の法面垂直高補正は，施工基面から上面に施工する場合の法面垂直高が 45ｍを超え 80ｍ以下

の場合に②（補正有り）を選択する。ただし，施工基面から下面に施工する場合は，法面垂直高が 45ｍを

超え 80ｍ以下であっても①（補正無し）を選択すること。 

８．繊維ネットが必要な場合は，「（５）繊維ネット工SF320」により別途計上すること。 

９．Ｊ１条件で②を選択した場合でラス張が必要な場合は「第Ⅵ編第２章⑥－２吹付枠工 WB811120」により

(３) 機械播種施工による植生工

施工歩掛コード SF303 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ Ｊ６ 

工 種 区 分 

①植生基材吹付工 

②客土吹付工

③種子散布工

吹 付 厚 

①１cm

②２cm

③３cm

④４cm

⑤５cm

⑥６cm

⑦７cm

⑧８cm

⑨10cm

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500 ㎡以上

1000 ㎡未満

③ 500 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の 補 正 

① 無

② 有

法 面 

垂 直 高 

に よ る 

補 正 

① 無

② 有

枠内吹付 

の場合の 

補 正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ１条件で①を選択した場合は，Ｊ２条件は③～⑨より選択すること。 

２．Ｊ１条件で②を選択した場合は，Ｊ２条件は①～③より選択すること。 

３．Ｊ１条件で③を選択した場合は，Ｊ２条件は選択する必要はない。 

４．Ｊ１条件で②③を選択した場合は，Ｊ５，Ｊ６条件は選択する必要はない。 

５．Ｊ３条件の施工規模は，１工事に，植生基材吹付工と枠内吹付工（植生基材）がある場合，合計施工数

量で判定すること。 

６．Ｊ３条件で②③を選択した場合は，Ｊ４条件は①で固定される。 

７．Ｊ５条件の法面垂直高補正は，施工基面から上面に施工する場合の法面垂直高が 45ｍを超え 80ｍ以下

の場合に②（補正有り）を選択する。ただし，施工基面から下面に施工する場合は，法面垂直高が 45ｍを

超え 80ｍ以下であっても①（補正無し）を選択すること。 

８．繊維ネットが必要な場合は，「（５）繊維ネット工 SF320」により別途計上すること。 

９．Ｊ１条件で②を選択した場合でラス張が必要な場合は「第Ⅵ編第２章④－２吹付枠工 SF327」により別

途計上することとし，その場合は“法面清掃を必要としない場合”を条件選択すること。 

10．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

11．散水養生が必要な場合は「第Ⅲ編第２章⑬野芝種子吹付工」により別途計上すること。 

(４) 人力施工による植生工

施工歩掛コード SF316 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

工 種 区 分 

①植生マット工

②植生シート工（標準品）

③植生シート工（環境品）

④植生筋工

⑤筋芝工

⑥張芝工

施 工 規 模 

① 1000 ㎡以上(標準)

② 500 ㎡以上 1000 ㎡未満

③ 500 ㎡未満

④ 500 ㎡以上(標準)

⑤ 300 ㎡以上 500 ㎡未満

⑥ 300 ㎡未満

時間制約を 

受ける場合 

の 補 正 

① 無

② 有

(注)１．Ｊ１条件で①～③を選択した場合は，Ｊ２条件は①～③より選択すること。 

２．Ｊ１条件で④～⑥を選択した場合は，Ｊ２条件は④～⑥より選択すること。 

３．Ｊ２条件で②～③及び⑤～⑥を選択した場合，Ｊ３条件は①で固定される。 

４．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

５．散水養生が必要な場合は「第Ⅲ編第２章⑬野芝種子吹付工」により別途計上すること。 

６．植生マット工，植生シート工については，１工事において植生マット工と植生シート工を使用する場合，

または植生シート工の標準品と環境品を使用する場合，施工規模は合計施工数量で判定する。 

７．張芝工については，１工事において法面工と平面部に施工する場合，施工規模は合計施工数量で判定する。 

別途計上することとし，その場合は“法面清掃を必要としない場合”を条件選択すること。 

10．法面整形が必要な場合は「第Ⅱ編第２章①法面工」により別途計上すること。 

11．散水養生が必要な場合は「第Ⅲ編第２章⑬野芝種子吹付工」により別途計上すること。 

現行どおり 
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工　　　種 吹付枠工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ⅵ-2-④-14

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加に
伴う修正

新規区分の追加

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．２ 加算率・補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記号 備 考 

加
算
率

施 工 規 模 

標準 Ｓ0 全体数量 

１工事の施工規模が標準より小さい場合は，対象とな

る規格・仕様の単価を率で加算する。 

Ｓ1 

Ｓ2 

Ｓ3 

全体数量 

補
正
係
数

時 間 的 制 約 を 

受 け る 場 合 

通常勤務すべき１日の作業時間（所定労働時間）を７

時間以下４時間以上に制限する場合は，対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 対象数量 

ラス張工で法面清掃を 

必要としない場合 

ラス張工で法面清掃を必要としない場合は，対象とな

る規格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ2 対象数量 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．３ 加算率・補正係数の数値 

区 分 記 号 吹付枠工 ラ ス 張 工

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
500ｍ以上 

0％ 

1,000 ㎡以上 

0％ 

Ｓ1 

250ｍ以上 500ｍ未満 

10％ 

500㎡以上1,000㎡未満 

15％ 

Ｓ2 
100ｍ以上 250ｍ未満 

20％ 

250 ㎡以上 500 ㎡未満 

30％ 

Ｓ3 
100ｍ未満 

40％ 

250 ㎡未満 

40％ 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.15 

ラス張工で法面清掃を

必 要 と し な い 場 合 
Ｋ2 － 0.75 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）,（Ｓ2）又は（Ｓ3）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複す

る場合は，施工規模加算率のみを対象とする。 

２．ラス張工で法面清掃を必要としない場合の補正係数（Ｋ2）は，客土吹付工においてラス張工を施工

する場合に適用する。補正により，法面清掃とその際発生する残土の積込・運搬費用が市場単価より

除かれる。 

２－２ 市場単価の規格・仕様 

吹付枠工の規格・仕様区分は，下表のとおりである。 

表２．１ 規格・仕様 

区 分 規 格 ・ 仕 様 単 位 

吹
付
枠
工

モルタル・ 

コンクリート 

梁断面 150 × 150 

ｍ 

〃  200 × 200 

〃  300 × 300 

〃  400 × 400 

〃  500 × 500 

〃  600 × 600 

ラ ス 張 工 法面清掃及びラス・アンカーピン設置 ㎡ 

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．２ 加算率・補正係数の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 記号 備 考 

加
算
率

施 工 規 模 

標準 Ｓ0 全体数量 

１工事の施工規模が標準より小さい場合は，対象とな

る規格・仕様の単価を率で加算する。 

Ｓ1

Ｓ2

全体数量 

補
正
係
数

時 間 的 制 約 を 

受 け る 場 合 

通常勤務すべき１日の作業時間（所定労働時間）を７

時間以下４時間以上に制限する場合は，対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 対象数量 

ラス張工で法面清掃を 

必要としない場合 

ラス張工で法面清掃を必要としない場合は，対象とな

る規格・仕様の単価を係数で補正する。 
Ｋ2 対象数量 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．３ 加算率・補正係数の数値 

区 分 記 号 吹付枠工 ラ ス 張 工

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓ0 
500ｍ以上 

0％ 

1,000 ㎡以上 

0％ 

Ｓ1

250ｍ以上 500ｍ未満 

10％ 

500㎡以上1,000㎡未満 

15％ 

Ｓ2 
250ｍ未満 

20％ 

500 ㎡未満 

30％ 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.15 

ラス張工で法面清掃を

必 要 と し な い 場 合 
Ｋ2 － 0.75 

(注)１．施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，

施工規模加算率のみを対象とする。 

２．ラス張工で法面清掃を必要としない場合の補正係数（Ｋ2）は，客土吹付工においてラス張工を施工

する場合に適用する。補正により，法面清掃とその際発生する残土の積込・運搬費用が市場単価より

除かれる。 

現行どおり 
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Ⅵ-2-④-15

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加に
伴う修正

工　　　種 吹付枠工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

２－４ 加算額 

加算率の適用基準 

表２．４ 加算率の適用 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 単 位 

加
算
額

水切モルタル・コンクリート 
水切モルタル・コンクリートを施工する場合，

設計数量にしたがって加算する。 
㎥ 

表面コテ仕上げをする場合 
吹付表面をコテ仕上げする場合，設計数量に

したがって加算する。 
㎡ 

２－５ 直接工事費の算出 

直接工事費＝（設計単価（注１）×設計数量）＋加算額総金額（注２） 

(注１) 設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓ0又はＳ1又はＳ2／100）×（Ｋ1×Ｋ2） 

(注２) 加算額総金額＝加算額×総数量 

３． 適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 法枠長を計上する際の梁の距離は，下記を基本とする。

計算方法 

縦枠：Ｈ×{（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ＋１} 

横枠：ｂ×{（Ｌ－Ｗ）÷Ｂ}×{（Ｈ－Ｗ）÷Ａ＋１} 

(２) 土質及び法勾配は問わない。

(３) モルタル・コンクリートの強度は 18Ｎ／mm2程度以上とする。

(４) 異形棒鋼の材質は SD295A，SD345 を問わない。

(５) スターラップ（梁断面サイズ 400×400 以上）及び水抜パイプの有無は問わない。

(６) 仮設ロープ等による施工を標準とする。

(７) 主アンカー（法枠交点部のアンカー）の種類による市場単価の適用の可否は次表による。

また，主アンカーに使用するアンカーバー及び補助アンカー（アンカーピン）の長さは 1.0ｍ以内とする。

現行どおり 

現行どおり 

２－５ 直接工事費の算出 

直接工事費＝（設計単価（注１）×設計数量）＋加算額総金額（注２） 

(注１) 設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓ0又はＳ1，Ｓ2又はＳ3／100）×（Ｋ1×Ｋ2）

(注２) 加算額総金額＝加算額×総数量 
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Ⅵ-2-④-17

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加に
伴う修正

新規区分の追加に
伴う修正

新規区分の追加に
伴う修正

工　　　種 吹付枠工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

４． 施工単価入力基準表 

(１) 吹付枠工

施工歩掛コード SF323 施工単位 ｍ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

規格・仕様 

（表 4.1） 

施工規模 

（表 4.2） 

時間的制約を 

受 け る 場 合 

の 補 正 

①無

②有

(注)１．Ｊ２条件で②～④を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．目地については別途計上すること。 

３．Ｊ２条件は，コンクリート吹付け，モルタル吹付けを問わず１工事の全体数量で判定する。 

４．枠内吹付けが必要な場合は，「第Ⅵ編第２章④－１法面工」により別途計上すること。 

５．枠内中詰が必要な場合は，「第Ⅱ編第２章①－４コンクリート法枠工」，「第Ⅱ編第２章①－６現場吹付

法枠工」により別途計上すること。 

４． 施工単価入力基準表 

(１) 吹付枠工

施工歩掛コード SF323 施工単位 ｍ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

規格・仕様 

（表 4.1） 

施工規模 

（表 4.2） 

時間的制約を 

受 け る 場 合 

の 補 正 

①無

②有

(注)１．Ｊ２条件で②，③を選択した場合は，Ｊ３条件は①で固定される。 

２．目地については別途計上すること。 

３．Ｊ２条件は，コンクリート吹付け，モルタル吹付けを問わず１工事の全体数量で判定する。 

４．枠内吹付けが必要な場合は，「第Ⅵ編第２章④－１法面工」により別途計上すること。 

５．枠内中詰が必要な場合は，「第Ⅱ編第２章①－４コンクリート法枠工」，「第Ⅱ編第２章①－６現場吹付

法枠工」により別途計上すること。 

表４．１ 規格・仕様 

規格・仕様 

梁 断 面 
入力番号 

150 × 150 ① 

200 × 200 ② 

300 × 300 ③ 

400 × 400 ④ 

500 × 500 ⑤ 

600 × 600 ⑥ 

表４．２ 施工規模 

施 工 規 模 入力番号 

500ｍ以上 

（標 準） 
① 

250ｍ以上 

500ｍ未満 
② 

250ｍ未満 ③ 

(２) ラス張工

施工歩掛コード SF327 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

施工規模 

（表 4.3） 

時間的制約を 

受 け る 場 合 

の 補 正 

①無

②有

法面清掃を必 

要 と し な い 

場 合 の 補 正 

①無

②有

(注)１．Ｊ１条件で②，③を選択した場合は，Ｊ２条件は①で固定される。 

２．Ｊ３条件は吹付枠工に適用する場合は①，客土吹付工に適用する場合は②を選択すること。②を選択す

ることにより，法面清掃とその際発生する残土の積込・運搬費用が市場単価より除かれる。 

現行どおり 

表４．２ 施工規模 

施 工 規 模 入力番号 

500ｍ以上 

（標 準） 
① 

250ｍ以上 

500ｍ未満 
② 

100ｍ以上 

250ｍ未満 
③ 

100ｍ未満 ④ 

 (２) ラス張工 

施工歩掛コード SF327 施工単位 ㎡ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ 

施工規模 

（表 4.3） 

時間的制約を 

受 け る 場 合 

の 補 正 

①無

②有

法面清掃を必 

要 と し な い 

場 合 の 補 正 

①無

②有

(注)１．Ｊ１条件で②～④を選択した場合は，Ｊ２条件は①で固定される。 

２．Ｊ３条件は吹付枠工に適用する場合は①，客土吹付工に適用する場合は②を選択すること。②を選択す

ることにより，法面清掃とその際発生する残土の積込・運搬費用が市場単価より除かれる。 
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Ⅵ-2-④-18

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

新規区分の追加に
伴う修正

工　　　種 吹付枠工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

表４．３ 施工規模 

施 工 規 模 入力番号 

1000 ㎡以上 

（標 準） 
① 

500 ㎡以上 

1000 ㎡未満 
② 

500 ㎡未満 ③ 

(３) 水切モルタル・コンクリート（加算額）

施工歩掛コード SF331 施工単位 ㎥ 

(注) 本コードは吹付枠工に対する加算額であり，必要に応じて計上する。なお，単独施工については適用出来

ない。 

(４) 表面コテ仕上げ（加算額）

施工歩掛コード SF335 施工単位 ㎡ 

(注) 本コードは吹付枠工に対する加算額であり，必要に応じて計上する。なお，単独施工については適用出来

ない。 

表４．３ 施工規模 

施 工 規 模 入力番号 

1000 ㎡以上 

（標 準） 
① 

500 ㎡以上 

1000 ㎡未満 
② 

250 ㎡以上 

500 ㎡未満 
③ 

250 ㎡未満 ④ 

現行どおり 
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工　　　種 橋梁付属物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

.

Ⅵ-2-⑥-1

積算上の注意事項

適用の明確化
10） 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。

1011) その他，規格・仕様が適合せず市場単価を適用出来ない場合。 

⑥橋 梁 付 属 物 工

⑥－１ 橋梁用伸縮継手装置設置工

１． 適 用 範 囲 

本資料は，市場単価方式による，橋梁用伸縮継手装置（ジョイント）設置工に適用する。 

１－１ 市場単価が適用出来る範囲 

(１) 伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8ｍ当り 180㎏

以下の伸縮装置（別紙一覧表参照）の新設及び補修工事で，以下の工事とする。

１) 未供用部の橋梁及び拡幅部等の伸縮装置を新たに設置する工事。

２) １日で完了する急速施工の既設橋の伸縮装置補修（取替）工事。

３) 上記に該当する工事で，縦目地を施工する場合。

１－２ 市場単価を適用出来ない範囲 

(１) 特別調査等，別途考慮するもの。

１) 旧伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8ｍ当り 180

㎏ を超える補修工事。

２) 旧伸縮装置が，鋼製フィンガージョイント及び鋼製スライドジョイント,埋設型伸縮装置の場合。

３) 打設コンクリートに樹脂コンクリート，あるいは樹脂モルタルを使用する場合。

４) 新設工事で打設コンクリートに超速硬コンクリートを使用する場合。

５) 補修において，はつり部に補強鉄筋のある樹脂コンクリートの場合。

６) 仮復旧等を伴う作業。

７) ボルト固定による取り替え可能な伸縮装置の場合。

８) 離島および山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合。

９) 鋼床版の場合。

10) その他，規格・仕様が適合せず市場単価を適用出来ない場合。

現行どおり
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改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 橋梁付属物工

記載内容の
変更

現 行 改 正 備　　　　考

.

Ⅵ-2-⑥-6

積算上の注意事項

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作 

会社名 

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構   造   関   係 】 

摘 要 

歩車道 

区 分 

積雪地 

対 応 

設 置 

方 向 

遊間部 

形 状 

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶｰ 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型

普

通

型

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み 

（㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

中 
 

外 
 

道 
 

路 

ガイスライドジョイント GS-20,25,30,50,80,100,125,150,175,200,220 ○ ○ ○ ○ 20～220 ○ 4.0 82.8～118.8 ○ ○ ○

スーパーガイトップジョイント 
SGT-20,25,30,50 ○ ○ ○ ○  ○ 20～50 ○ 6.2 50.4～55.8 ○ ○ ○ 誘導板別途 

SGT-80,100,125,150,175,200 ○ ○ ○ ○  ○ 80～200 ○ 12.5 70.2～169.2 ○ ○ ○   〃 

メタルガージョイント 
NL-20FL,30FL,40FL,50FL,60FL,70FL ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2～12.5 59.4～138.6 ○ ○ ○   〃 

NT-60FFL,80FFL,1OOFFL ○ ○ ○ ○  ○ 60～100 ○ 12.5 73.8～167.4 ○ ○ ○   〃 

ＮＡジョイント NA-20F,30F ○ ○ ○ ○  ○ 20～30 ○ 6.2 52.2 ○ ○ ○   〃 

ＣＧスチールジョイント NL-20F,30F,40F,50F,60F ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2～12.5 50.4～79.2 ○ ○ ○   〃 

メタルトップスーパーＬジョイント MTS-35L,50L,90L ○ ○ ○ ○  ○ 35～90 ○ 9.4 79.2～99.0 ○ ○ ○ ○   〃 

メタルトップスーパージョイント MTS-35,50,90 ○ ○ ○ ○  ○ 35～90 ○ 9.4 72.0～84.6 ○ ○ ○ ○   〃 

ラバエースジョイント 

RTS-35,50,90 ○ ○ ○ ○ ○ 35～90 ○ 9.4 46.8～48.6 ○ ○ ○ ○  

RTH-35,60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 35～60 ○ 6.2 41.4～46.8 ○ ○ ○ 誘導板別途 

RT-AS ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 6.2 36.7 ○ ○ ○   〃 

ＰＣＪスーパージョイント PCJ-20,25,35 ○ ○ ○ ○  ○ 20～35 ○ 6.2 41.4～45.0 ○ ○ ○   〃 

秩
父
産
業 

メタルジョイント 

LC-A40,A60,A90,A120,A170 ○ ○ ○ ○ 40～170 ○ 6.2 77.5～105.8 ○ ○ ○

KC-A20,A30,A40,A50,A60,A70,A80 ○ ○ ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 65.5～179.4 ○ ○ ○

KC-A20G,A30G,A40G,A50G,A60G,A70G ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2 70.7～148.2 ○ ○ ○ 片側誘導板付き 

KC-A20WG,A30WG,A40WG,A50WG,A60WG,A70WG ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2 76.9～156.4 ○ ○ ○ 両側誘導板付き 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。 

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作

会社名

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構 造   関 係 】 

摘 要 

歩車道

区 分

積雪地

対 応

設 置

方 向

遊間部

形 状

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶー 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型 

普

通

型

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み 

（㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

中 
 

外 
 

道 
 

路 

ガイスライドジョイント GS-20,25,30,50,80,100,125,150,175,200,220  ○ ○ ○ ○  20～220 ○ 4.0 82.8～118.8 ○ ○ ○

スーパーガイトップジョイント
SGT-20,25,30,50 ○ ○ ○ ○  ○ 20～50 ○ 6.2 50.4～55.8 ○ ○ ○ 誘導板別途 

SGT-80,100,125,150,175,200 ○ ○ ○ ○  ○ 80～200 ○ 12.5 70.2～169.2 ○ ○ ○   〃 

メタルガージョイント
NL-20FL,30FL,40FL,50FL,60FL,70FL ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2～12.5 59.4～138.6 ○ ○ ○   〃 

NT-60FFL,80FFL,1OOFFL ○ ○ ○ ○  ○ 6080～100 ○ 12.5 73.881.0～167.4 ○ ○ ○   〃 

ＮＡジョイントＣＧスチールジ

ョイント 

NA-20F,30F ○ ○ ○ ○  ○ 20～30 ○ 6.2 52.2 ○ ○ ○   〃 

NL-20F,30F,40F,50F,60F ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2～12.5 50.4～79.2 ○ ○ ○   〃 

メタルトップスーパーＬジョイント MTS-35L,50L,90L ○ ○ ○ ○  ○ 35～90 ○ 9.4 79.2～99.0 ○ ○ ○ ○   〃 

メタルトップスーパージョイント MTS-35,50,90 ○ ○ ○ ○  ○ 35～90 ○ 9.4 72.0～84.6 ○ ○ ○ ○   〃 

ラバエースジョイント

RTS-35,50,90 ○ ○  ○ ○ ○ 35～90 ○ 9.4 46.8～48.6 ○ ○ ○ ○  

RTH-35,60 ○ ○  ○ ○ ○ ○  35～60 ○ 6.2 41.4～46.8 ○ ○ ○ 誘導板別途 

RT-AS ○ ○  ○ ○ ○ ○  20 ○ 6.2 36.7 ○ ○ ○   〃 

ＰＣＪスーパージョイント PCJ-20,25,35 ○ ○ ○ ○  ○ 20～35 ○ 6.2 41.4～45.0 ○ ○ ○   〃 

秩
父
産
業 

メタルジョイント 

LC-A40,A60,A90,A120,A170  ○ ○ ○ ○  40～170 ○ 6.2 77.5～105.8 ○ ○ ○

KC-A20,A30,A40,A50,A60,A70,A80 ○ ○  ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 65.5～179.4 ○ ○ ○

SC-20,30 ○ ○  ○ ○ ○ 20～30 ○ 4.0 41.4～42.6 ○ ○ ○

KC-A20G,A30G,A40G,A50G,A60G,A70G ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2 70.7～148.2 ○ ○ ○ 片側誘導板付き 

SC-20G,30G ○ ○ ○ ○ ○ ○  20～30 ○ 4.0 47.7～48.9 ○ ○ ○ 〃 

KC-A20WG,A30WG,A40WG,A50WG,A60WG,A70WG ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～70 ○ 6.2 76.9～156.4 ○ ○ ○ 両側誘導板付き 

SC-20WG,30WG ○ ○ ○ ○ ○ ○  20～30 ○ 4.0 54.0～55.1 ○ ○ ○ 〃 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。
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Ⅵ-2-⑥-7

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載内容の
変更

工　　　種 橋梁付属物工

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作 

会社名 

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構 造   関   係 】 

摘 要 

歩車道 

区 分 

積雪地 

対 応 

設 置 

方 向 

遊間部 

形 状 
伸

縮

量 

非

排

水

構

造

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶｰ 特

殊

型

枠

使

用

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道
路
縦
断
方
向 

道
路
横
断
方
向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型

普

通

型 

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み （㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

東
京
フ
ァ
ブ
リ
ッ
ク
工
業 

ブロフジョイント 

NⅡ型 20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 3.98 59.0～91.5 ○ ○ ○

CDS型20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 3.98 57.9～102.3 ○ ○ ○ 誘導板付き 

SW型20,40,60,100 ○ ○  ○ 20～100 ○ 5.97～9.95 61.7～164.5 ○ ○ ○

ブロフジョイント 

(耐グレーダー用) 

NⅡ型 20,25,35,50,60 ○ ○ ○  ○ ○ 20～60 ○ 3.98 80.3～119.1 ○ ○ ○ 誘導板付き 

SW型20,40,60,100 ○ ○ ○ ○ 20～100 ○ 5.97～9.95 68.5～192 ○ ○ ○ 〃 

ＥＰジョイント ＥＰ型30 ○ ○  ○ ○ 30 ○ 1.99 31.5 ○ ○ ○

ニ 

ッ 

タ 

トランスフレックスジョイント TF-S,TF-S50 ○ ○ ○ ○ ○ 35～40 ○ 8.4 22.0～39.1 ○ ○ ○

ＳＰジョイント 
20N,30N,50N,70N,80N ○ ○ ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 52.8～133.2 ○ ○ ○

20S,30S,50S,70S,80S ○ ○ ○  ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 59.2～142.4 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＣＷジョイント 
20R,30R,40R,50R,60R ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2 51.3～111.6 ○ ○ ○

20S,30S,40S,50S,60S ○ ○ ○  ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2 59.2～119.2 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＡＦジョイント 50,70,100,160  ○ ○ ○ ○ 50～160 ○ 2.0 19.3～31.7 ○ ○ ○

トランスフレックスジョイント

№35,45,50 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 35～50 ○ 13.0 32.6～49.0 ○ ○ ○ ○ 誘導板別途 

№60,70,80 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 60～80 ○ 13.5 62.5～87.5 ○ ○ ○ ○   〃 

№100 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 100 ○ 14.0 155.0 ○ ○ ○ ○   〃 

日
本
橋
梁
工
業 

ダイヤフリージョイント 

K-40 ○ ○  ○ ○ ○ 40 ○ 9.6 44.1 ○ ○ 別途 ○ 誘導板別途, 

K-40T ○ ○  ○ ○  ○ ○ 9.6 44.1 ○ ○ 別途 ○

誘導板別途, 

橋軸伸縮量 35mm 

鉛直伸縮量 20mm 

K-50T,80T ○ ○  ○ ○  ○ ○ 8.9 80.9～93.1 ○ ○ 別途 ○

誘導板別途, 

橋軸伸縮量 35～50mm 

鉛直伸縮量 30～40mm 

K-50,80,110 ○ ○  ○  ○ ○ 50～100 ○ 8.9～17.9 89.2～162.7 ○ ○ 別途 ○ 誘導板別途 

日本鋳造 マウラージョイント E-80 ○ ○  ○  ○ ○ 80 ○ 25.0 117.0 ○ ○ ○ 積雪地兼用，誘導板別途 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作

会社名

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構 造   関 係 】 

摘 要 

歩車道

区 分

積雪地

対 応

設 置

方 向

遊間部

形 状
伸

縮

量 

非

排

水

構

造

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶー 特

殊

型

枠

使

用

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道
路
縦
断
方
向 

道
路
横
断
方
向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型

普

通

型 

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み （㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

東
京
フ
ァ
ブ
リ
ッ
ク
工
業 

ブロフジョイント 
NⅡ型 20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 3.98 59.0～91.5 ○ ○ ○

SW型20,40,60,100 ○ ○  ○ 20～100 ○ 5.97～9.95 61.7～164.5 ○ ○ ○

ブロフジョイント 

(耐グレーダー用) 

NⅡ型 20,25,35,50,60 ○ ○ ○  ○ ○ 20～60 ○ 3.98 80.3～119.1 ○ ○ ○ 誘導板付き 

CDS型20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 3.98 57.9～102.3 ○ ○ ○ 誘導板付き〃 

SW型20,40,60,100 ○ ○   ○ ○ 20～10060 ○ 5.97～9.95 68.5～192133.6 ○ ○ ○ 〃 

ＥＰジョイント ＥＰ型30 ○ ○  ○ ○  30 ○ 1.99 31.5 ○ ○ ○

ニ 

ッ 

タ 

トランスフレックスジョイント TF-S,TF-S50 ○ ○ ○ ○ ○ 35～40 ○ 8.4 22.0～39.1 ○ ○ ○

ＳＰジョイント 
20N,30N,50N,70N,80N ○ ○ ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 52.8～133.2 ○ ○ ○

20S,30S,50S,70S,80S ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～80 ○ 6.2 59.2～142.4 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＣＷジョイント 
20R,30R,40R,50R,60R ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2 51.3～111.6 ○ ○ ○

20S,30S,40S,50S,60S ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～60 ○ 6.2 59.2～119.2 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＡＦジョイント 50,70,100,160  ○ ○ ○ ○ 50～160 ○ 2.0 19.3～31.7 ○ ○ ○

トランスフレックスジョイント

№35,45,50 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 35～50 ○ 13.0 32.6～49.0 ○ ○ ○ ○ 誘導板別途 

№60,70,80 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 60～80 ○ 13.5 62.5～87.5 ○ ○ ○ ○   〃 

№100 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 100 ○ 14.0 155.0 ○ ○ ○ ○   〃 

日
本
橋
梁
工
業 

ダイヤフリージョイント 

K-40 ○ ○  ○ ○ ○ 40 ○ 9.6 44.1 ○ ○ 別途 ○ 誘導板別途, 

K-40T ○ ○  ○ ○  ○ ○ 9.6 44.1 ○ ○ 別途 ○

誘導板別途, 

橋軸伸縮量 35mm 

鉛直伸縮量 20mm 

K-50T,80T ○ ○  ○ ○  ○ ○ 8.9 80.9～93.1 ○ ○ 別途 ○

誘導板別途, 

橋軸伸縮量 35～50mm 

鉛直伸縮量 30～40mm 

K-50,80,110 ○ ○  ○  ○ ○ 50～100 ○ 8.9～17.9 89.2～162.7 ○ ○ 別途 ○ 誘導板別途 

日本鋳造 マウラージョイント E-80 ○ ○  ○  ○ ○ 80 ○ 25.0 117.0 ○ ○ ○ 積雪地兼用，誘導板別途 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。
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記載内容の
変更

Ⅵ-2-⑥-8

積算上の注意事項

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

工　　　種 橋梁付属物工

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作 

会社名 

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構 造  関  係 】 

摘 要 

歩車道 

区 分 

積雪地 

対 応 

設 置 

方 向 

遊間部 

形 状 

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶー 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型 

普

通

型 

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み 

（㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

横
浜
ゴ
ム 

ＹＭタイプ 

YMN-1 ○ ○ ○ ○ 20 ○ 4.98 11.88 ○ ○ ○

YM-1 ○ ○ ○ ○ 50 ○ 5.17 23.94 ○ ○ ○

YMG-20 ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 3.98 20.16 ○ ○ ○

ＹＨＴタイプ YHT-20,30-Ⅲ ○ ○ ○ ○  ○ 20～30 ○ 6.24 60.12～60.84 ○ ○ ○

ＹＨＴ－Ｎタイプ YHT-50-N,70-N,90-N ○ ○  ○ ○ ○  ○ 50～90 ○ 6.24 102.6～156.6 ○ ○ ○ 誘導板別途 

ＹＦＳタイプ YFS-20,30-Ⅲ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 20～30 ○ 6.24 66.96～67.68 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＹＭＦタイプ YMF-20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 6.24 50.76～62.64 ○ ○ ○ 誘導板別途 

ア 

オ 

イ 

化 

学 

工 

業 

ラバトップジョイント 

(車道用) 
GY-S20,S25,S35,S50,S60 ○ ○ ○ 20～60 ○ 4.0 59.4～72.7 ○ ○ ○

ラバトップジョイント 

(歩道用) 
GY-H20,H25,H35,H50,H60 ○ ○ ○ 20～60 ○ 4.0 41.2～45.9 ○ ○ ○

ラバトップジョイント 

(耐グレーダー用) 

GY-G20,G25,G35,G50,G60 ○  ○ ○ ○ 20～60 ○ 4.0 69.7～83.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

GY-GL20,GL25,GL35 ○  ○ ○ ○ 20～35 ○ 4.0 76.1～82.6 ○ ○ ○   〃 

ラバトップジョイント GT ○ ○   ○  ○ ○ 4.0 14.8 ○ ○ ○

ク
リ
エ
ー
ト
中
川

ウェイビーフックジョイント 

W･V-20,30,50,80,100,

125,150,175,200 
○  ○ ○  ○ 20～200 ○ 8.0～12.5 51.0～153.0 ○ ○ ○

ウェイビーフックリブジョイント 

W･V･R-20,30,50,80,100, 

125,150,175,200 
○ ○ ○  ○ 20～200 ○ 8.0～12.5 65.0～164.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表

製 作

会社名

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構  造  関  係 】 

摘 要 

歩車道

区 分

積雪地

対 応

設 置

方 向

遊間部

形 状

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶｰ 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型 
普

通

型 

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み 

（㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ）

横
浜
ゴ
ム 

ＹＭタイプ 

YMN-1 ○  ○ ○ ○ 20 ○ 4.98 11.88 ○ ○ ○

YM-1 ○ ○ ○ ○ 50 ○ 5.17 23.94 ○ ○ ○

YMG-20 ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 3.98 20.16 ○ ○ ○

ＹＨＴタイプ YHT-20,30-Ⅲ ○ ○  ○ ○ ○ 20～30 ○ 6.24 60.12～60.84 ○ ○ ○

ＹＨＴ－Ｎタイプ YHT-50-N,70-N,90-N ○ ○  ○ ○ ○ ○ 50～90 ○ 6.24 102.6～156.6 ○ ○ ○ 誘導板別途 

ＹＦＳタイプ YFS-20,30-Ⅲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20～30 ○ 6.24 66.96～67.68 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ＹＭＦタイプ YMF-20,25,35,50,60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 6.24 50.76～62.64 ○ ○ ○ 誘導板別途 

ア 

オ 

イ 

化 

学 

工 

業 

ラバトップジョイント 

(車道用) 
GY-S20,S25,S35,S50,S60 ○  ○ ○ 20～60 ○ 4.0 59.4～72.7 ○ ○ ○

ラバトップジョイント 

(歩道用) 
GY-H20,H25,H35,H50,H60 ○  ○ ○ 20～60 ○ 4.0 41.2～45.9 ○ ○ ○

ラバトップジョイント 

(耐グレーダー用) 

GY-G20,G25,G35,G50,G60 ○ ○ ○ ○ 20～60 ○ 4.0 69.7～83.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

GY-GL20,GL25,GL35 ○ ○ ○ ○ 20～35 ○ 4.0 76.1～82.6 ○ ○ ○   〃 

ラバトップジョイント GT ○ ○  ○ ○ ○ 4.0 14.8 ○ ○ ○

ク
リ
エ
ー
ト
中
川

ウェイビーフックジョイント 

W･V-20,30,50,80,100,

125,150,175,200 
○  ○ ○ ○ 20～200 ○ 8.0～12.5 51.0～153.0 ○ ○ ○

ウェイビーフックリブジョイント 

W･V･R-20,30,50,80,100, 

125,150,175,200 
○ ○ ○ ○ 20～200 ○ 8.0～12.5 65.0～164.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。

39 / 48



. .

Ⅵ-2-⑥-9

積算上の注意事項

工　　　種 橋梁付属物工

記載内容の
変更

現 行 改 正 備　　　　考

.

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作 

会社名 

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構   造 関   係 】 

摘 要 

歩車道 

区 分 

積雪地 

対 応 

設 置 

方 向 

遊間部 

形 状 

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶｰ 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型

普

通

型

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み 

（㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ） 

ク
リ
エ
ー
ト
中
川 

ウェルタージョイント W･T-20,30,40,50,60,70,80,90 ○ ○ ○ ○ 20～90 ○ 8.0 76.0～108.0 ○ ○ ○

ウェルターリブジョイント W･T･R-20,30,40,50,60,70,80,90 ○ ○ ○ ○ 20～90 ○ 8.0 83.0～115.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ウェルタージョイントＫ型 W･T･K-20,25,35,50 ○ ○ ○ ○ ○ 20～50 ○ 4.0 52.0～59.0 ○ ○ ○

シーアールティージョイント C･R･T-20,30,35,40,50 ○ ○ ○ ○ ○ 20～50 ○ 4.0 47.0 ○ ○ ○

ノンステップジョイント 

N･S-20,30,50 ○ ○ ○ 20～50 ○ 4.0 41.0～46.0 ○ ○ ○

N･S-80,100,125,150, 

175 200 220 230

○ ○ ○ 80～230 ○ 4.0 51.0～83.0 ○ ○ ○

ク
リ
テ
ッ
ク
工
業 

ハイブリットジョイント 

SS-20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 28.1 ○ ○ ○ 誘導板別途 

NS-20 ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 32.8 ○ ○ ○   〃 

S-30,40,50 ○ ○ ○ ○ ○ 30～50 ○ 15.6 55.1～58.3 ○ ○ ○   〃 

L-60,70,80,90,100 ○ ○ ○ ○ ○ 60～100 ○ 15.6 79.0～83.3 ○ ○ ○   〃 

LL-125,150,175 ○ ○ ○ ○ ○ 125～175 ○ 15.6 100.3～131.0 ○ ○ ○   〃 

PS-20,30,40,50,60,70,80,90,100, 

125 150 175 200 250 300 350 400

○ ○ ○ ○ 20～400 ○ 6.24 63.0～135.7 ○ ○ ○

NPS-30 ○ ○ ○ ○ 30 ○ 6.24 23.0 ○ ○ ○

NRC-20,35 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20～35 ○ 3.1 33.5～40.3 ○ ○ ○ 誘導板別途 

HS-20 ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 24.7 ○ ○ ○

川金 

ｺｱﾃｯｸ 
マゲバジョイント RS ○ ○  ○  ○ ○ 80 ○ 11.0 102.6 ○ ○ ○

積雪地兼用,

誘導板別途 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用伸縮継手装置一覧表 

製 作

会社名

伸 縮 装 置 

【 用  途  関  係 】 【 構  造  関  係 】 

摘 要 

歩車道

区 分

積雪地

対 応

設 置

方 向

遊間部

形 状

伸

縮

量 

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量 

※

本

体

重

量 

本体付属ｱﾝｶｰ 特

殊

型

枠

使

用 

分類 形式 本

体

価

格

に

含

む 

名  称 型  番 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道
路
縦
断
方
向 

道
路
横
断
方
向 

直

線

型 

歯

型 

軽

量

型

普

通

型

ボ

ル

ト

後

締

め 

本

体

溶

接

済

み （㎜） （㎏/ｍ） （㎏/1.8ｍ） 

ク
リ
エ
ー
ト
中
川 

ウェルタージョイント 
W･T-20,30,40,50,60,70,80,90,

100 
○ ○ ○ ○ 20～90100 ○ 8.0 76.0～108115.0 ○ ○ ○

ウェルターリブジョイント 
W･T･R-20,30,40,50,60,70,80, 

90,100 
○ ○ ○ ○ 20～90100 ○ 8.0 83.0～115122.0 ○ ○ ○ 誘導板付き 

ウェルタージョイントＫ型 W･T･K-20,25,35,50 ○ ○ ○ ○  ○ 20～50 ○ 4.0 52.0～59.0 ○ ○ ○

シーアールティージョイント 
C･R･T-20,30,35,40,50,

60 
○ ○ ○ ○ ○ 20～5060 ○ 4.0 47.0 ○ ○ ○

ノンステップジョイント 

N･S-20,30,50 ○ ○ ○ 20～50 ○ 4.0 41.0～46.0 ○ ○ ○

N･S-80,100,125,150, 

175,200,220,230 
○ ○ ○ 80～230 ○ 4.0 51.0～83.0 ○ ○ ○

ク
リ
テ
ッ
ク
工
業 

ハイブリットジョイント 

SS-20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 28.1 ○ ○ ○ 誘導板別途 

NS-20 ○ ○ ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 32.8 ○ ○ ○   〃 

S-30,40,50 ○ ○ ○ ○ ○ 30～50 ○ 15.6 55.1～58.3 ○ ○ ○   〃 

L-60,70,80,90,100 ○ ○ ○ ○ ○ 60～100 ○ 15.6 79.0～83.3 ○ ○ ○   〃 

LL-125,150,175 ○ ○ ○ ○ ○ 125～175 ○ 15.6 100.3～131.0 ○ ○ ○   〃 

PS-20,30,40,50,60,70,80,90,100, 

125,150,175,200,250,300,350,400 
○ ○ ○ ○ 20～400 ○ 6.24 63.0～135.7 ○ ○ ○

NPS-30 ○ ○ ○ ○ 30 ○ 6.24 23.0 ○ ○ ○

NRC-20,35 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20～35 ○ 3.1 33.5～40.3 ○ ○ ○ 誘導板別途 

HS-20 ○ ○ ○ 20 ○ 6.24 24.7 ○ ○ ○

川金

ｺｱﾃｯｸ
マゲバジョイント RS ○ ○ ○ ○ ○ 80 ○ 11.0 102.6 ○ ○ ○

積雪地兼用,

誘導板別途 

※本体に付属するアンカーボルトが，分離可能な「ボルト後締め」の場合は，本体質量に含まない。
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. .

工　　　種 橋梁付属物工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現 行 改 正 備　　　　考

.

Ⅵ-2-⑥-11

積算上の注意事項

適用の明確化７） 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。

７８) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用出来ない場合。

(注)１．伸縮装置本体及び本体に付属する金具等一式は，加算額(本体材料費)により計上する。 

２．作業に必要な資材及び施工に伴う諸資材のロス等を含む。 

３．※については，施工単価入力基準表(SF453)で考慮されているため別途計上する必要はない。 

現行どおり

現行どおり
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. .

Ⅵ-2-⑥-17

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

.

記載内容の
変更

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 橋梁付属物工

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用埋設型伸縮継手装置一覧表 

製 作 会 社 名 伸 縮 装 置 名 称 

【 用 途 関 係 】 【 構  造  関  係 】 

摘  要 

歩車道

区 分

積雪地 

対 応 

設 置 

方 向 

製品取 

付部位 

新 設 

施工法 

伸

縮

量

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量

材  料  区  分 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

舗

装

厚

内

型 

床

版

箱

抜

型 

先

付 

後

付 

種 類 

（合材）

標 準 断 面 寸 法

Ｂ(㎜) Ｈ(㎜)
(㎜) (㎏/ｍ)

ア オ イ 化 学 工 業 ラバトップジョイント埋設型 ○ ○ ○ ○ ○ 30.0 ○ RTｺﾝﾊ゚ ｳﾝﾄ゙ 500 75

山 王 ＭＭジョイントＤＳ型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 40.0 ○ ＤＳ合材 400 75 表層材:表面散布骨材 

東京ファブリック工業 インナージョイント ○ ○ ○ ○ ○ 30(±15) ○ 500 75

ヒ ー ト ロ ッ ク 工 業

シームレスジョイントＳＪ-Ｍ ○ ○ ○ ○  ○  ○ 50.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 120(40) 遊間 60mm 超え不可 

シームレスジョイントＳＪ-Ｐ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 30.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 40(40) 遊間 60mm 超え不可 

シームレスジョイントＳＪ-ＭＤ ○ ○ ○ ○  ○  ○ 40.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 120(40)

表層材:ファルコン

（開粒タイプ）使用

遊間 60mm 超え不可 

メ ン テ ナ ン ス 九 州 ＭＭジョイント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 40 ○ ﾏﾄﾘｸｽ 502 500 50

横 浜 ゴ ム ソーマジョイント ○ ○ ○ ○ ○ 50.0 ○ 500 75

※１．断面寸法は，実際の設計に合わせて決定する。

※２．標準断面寸法が（ ）となっている規格については，床板箱抜き寸法を表す。

＜参考資料＞ ◆市場単価適用可能 橋梁用埋設型伸縮継手装置一覧表 

製 作 会 社 名 伸 縮 装 置 名 称 

【 用 途 関 係 】 【 構  造  関  係 】 

摘 要 

歩車道

区 分

積雪地

対 応

設 置

方 向

製品取

付部位

新 設

施工法

伸

縮

量

非

排

水

構

造 

補

強

鉄

筋

重

量

材  料  区  分 

車

道

用 

歩

道

用 

専

用

型 

仕

様

有

り 

道

路

縦

断

方

向 

道

路

横

断

方

向 

舗

装

厚

内

型 

床

版

箱

抜

型 

先

付 

後

付 

種 類 

（合材） 

標 準 断 面 寸 法

Ｂ(㎜) Ｈ(㎜)
(㎜) (㎏/ｍ)

ア オ イ 化 学 工 業 ラバトップジョイント埋設型 ○ ○ ○ ○ ○ 30.0 ○ RT ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ 500 75

山 王 ＭＭジョイントＤＳ型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 40.0 ○ ＤＳ合材 400 75 表層材:表面散布骨材 

東京ファブリック工業 インナージョイント ○ ○ ○ ○ ○ 30(±15) ○ ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ樹脂 500 75

ヒ ー ト ロ ッ ク 工 業

シームレスジョイントＳＪ-Ｍ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 120(40) 遊間 60mm 超え不可 

シームレスジョイントＳＪ-Ｐ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 40(40) 遊間 60mm 超え不可 

シームレスジョイントＳＪ-ＭＤ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 40.0 ○ 5.4 ﾌｧﾙｺﾝ 400(400) 120(40)

表層材:ファルコン

（開粒タイプ）使用

遊間 60mm超え不可 

メ ン テ ナ ン ス 九 州 ＭＭジョイント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 40 ○ ﾏﾄﾘｸｽ 502 500 50

横 浜 ゴ ム ソーマジョイント ○ ○ ○ ○ ○ 50.0 ○ 500 75

※１．断面寸法は，実際の設計に合わせて決定する。

※２．標準断面寸法が（ ）となっている規格については，床板箱抜き寸法を表す。
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現　 　行 改　 　正 備　 　考

.

記載の明確化

Ⅵ-2-⑧-6

積算上の注意事項

工　 　種 道路標識設置工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

(注) 施工規模加算（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工規

模加算率のみを対象とする。 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．16 加算率・補正係数の数値（設置工） 

区 分 記号 

標識柱 
・基礎

標識柱 標識板 
添架式標識板 
取付金具 

基 礎 

路側式 片持式 門型式 
案内 

（新設） 
案内 

（移設） 
案内以外 

信号・ 
照明柱 

歩道橋 

加

算

率

施 工 規 模

Ｓo 
5 基以上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

10 ㎡以上 

0% 

10 ㎡以上 

0% 

5 基以上 

0％ 
－ － － 

Ｓ1 
3～4基 

15％ 

2 基 

40％ 

2 基 

40％ 

10 ㎡未満 

5% 

10 ㎡未満 

30% 

3～4基 

15％ 
－ － － 

Ｓ2 
2 基以下 

25％ 

1 基 

100％ 

1 基 

100％ 
－ － 

2 基以下 

25％ 
－ － － 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.05 1.00 1.05 1.15 1.05 1.05 1.05 

夜間作業 Ｋ2 1.30 1.35 1.35 1.05 1.35 1.50 1.15 1.25 1.25 

障害物のある場合 Ｋ3 － － － － － － － － 1.25 

門型式標識柱の基礎の場合 Ｋ4 － － － － － － － － 1.10 

景観色塗装柱の場合 Ｋ5 1.10 － － － － － － － － 

(注) １．「案内以外」は，警戒・規制・指示・路線番号標識に適用する。 

２．標識板設置の施工規模は，標識板の１枚当りの面積区分によらず１工事の全体数量で判断する。 

表２．17 加算率・補正係数の数値（撤去工） 

区 分 記号 

標識柱 

・基礎
標識柱 標識板 

添架式

標識板 
基 礎 

路側式 片持式 門型式 案内 案内以外 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓo 
5 基以上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

10 ㎡以上

0% 

5 基以上 

0％ 
－ － 

Ｓ1 
3～4 基 

15％ 

2 基 

40％ 

2 基 

40％ 

10 ㎡未満

30% 

3～4基 

15％ 
－ － 

Ｓ2 
2 基以下 

25％ 

1 基 

100％ 

1 基 

100％ 
－ 

2 基以下 

25％ 
－ － 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.05 1.05 1.15 1.05 1.05 

夜 間 作 業 Ｋ2 1.50 1.35 1.35 1.35 1.50 1.25 1.35 

(注) 標識板撤去の施工規模は，標識板の１枚当りの面積区分によらず１工事の全体数量で判断する。 

(注) 施工規模加算（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工規

模加算率のみを対象とする。 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．16 加算率・補正係数の数値（設置工） 

区 分 記号 

標識柱 
・基礎

標識柱 標識板 
添架式標識板 
取付金具 

基 礎 

路側式 片持式 門型式 
案内 

（新設） 
案内 

（移設） 
案内以外 

信号・ 
照明柱 

歩道橋 

加

算

率

施 工 規 模

Ｓo 
5 基以上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

10 ㎡以上 

0% 

10 ㎡以上 

0% 

5 基以上 

0％ 
－ － － 

Ｓ1 
3～4基 

15％ 

2 基 

40％ 

2 基 

40％ 

10 ㎡未満 

5% 

10 ㎡未満 

30% 

3～4基 

15％ 
－ － － 

Ｓ2 
2 基以下 

25％ 

1 基 

100％ 

1 基 

100％ 
－ － 

2 基以下 

25％ 
－ － － 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.05 1.00 1.05 1.15 1.05 1.05 1.05 

夜間作業 Ｋ2 1.30 1.35 1.35 1.05 1.35 1.50 1.15 1.25 1.25 

障害物のある場合 Ｋ3 － － － － － － － － 1.25 

門型式標識柱の基礎の場合 Ｋ4 － － － － － － － － 1.10 

景観色塗装柱の場合 Ｋ5 1.10 － － － － － － － － 

(注) １．「案内以外」は，警戒・規制・指示・路線番号標識に適用する。 

２．標識板設置の施工規模は，標識板の１枚当りの面積区分によらず１工事の全体数量で判断する。ただし,

１工事において設置,及び撤去の作業がある場合は,設置・撤去それぞれの合計数量で判定する。 

表２．17 加算率・補正係数の数値（撤去工） 

区 分 記号 

標識柱 
・基礎

標識柱 標識板 
添架式

標識板 
基 礎 

路側式 片持式 門型式 案内 案内以外 

加

算

率

施 工 規 模 

Ｓo 
5 基以上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

3 基 以 上 

0％ 

10 ㎡以上

0% 

5 基以上 

0％ 
－ － 

Ｓ1 
3～4 基 

15％ 

2 基 

40％ 

2 基 

40％ 

10 ㎡未満

30% 

3～4基 

15％ 
－ － 

Ｓ2 
2 基以下 

25％ 

1 基 

100％ 

1 基 

100％ 
－ 

2 基以下 

25％ 
－ － 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.05 1.05 1.15 1.05 1.05 

夜 間 作 業 Ｋ2 1.50 1.35 1.35 1.35 1.50 1.25 1.35 

(注) 標識板撤去の施工規模は，標識板の１枚当りの面積区分によらず１工事の全体数量で判断する。ただし,１工

事において設置,及び撤去の作業がある場合は,設置・撤去それぞれの合計数量で判定する。 
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. .

工　　　種 道路付属物設置工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ⅵ-2-⑨-6

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

現行どおり 

表２．７ 道路付属物撤去 

区 分 規 格 ・ 仕 様 単 位 

視線誘導標 

（スノーポール

併用型含む） 

土中建込用 

本 
コンクリート建込用

防護柵取付用 

構造物取付用 

境 界 杭 本 

道 路 鋲 
穿孔式 

個 
貼付式 

車線分離標 

可変式（穿孔式・１本脚） 

本 着脱式（穿孔式・３本脚） 

固定式（貼付式） 

境 界 鋲 枚 

(注) 境界杭は，河川境界杭を含む。 

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．８ 加算率・補正係数の適用基準 

区 分 記号 適 用 基 準 備 考 

加
算
率

施 工 規 模 

Ｓ0 標準 
全体

数量 
Ｓ1

Ｓ2 

１工事の施工規模が標準より小さい場合は,対象とな

る規格・仕様の単価を率で加算する。 

補
正
係
数

時間的制約を

受 け る 場 合 
Ｋ1 

通常勤務すべき１日の作業時間（所定労働時間）を７

時間以下４時間以上に制限する場合は，対象となる規

格・仕様の単価を係数で補正する。 対象

数量 

夜 間 作 業 Ｋ2 

通常勤務すべき時間（所定労働時間）帯を変更して，

作業時間が夜間（20時～６時）にかかる場合は，対象

となる規格・仕様の単価を係数で補正する。 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．９ 加算率・補正係数の数値（設置工） 

区 分 記 号 視線誘導標 境 界 杭 道 路 鋲 車線分離標 境 界 鋲

加
算
率

施工規模 

Ｓ0 
(30本以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30個以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30枚以上) 

0％

Ｓ1 

(10本以上

30本未満) 

10％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10個以上

30個未満) 

5％

(10本以上

30本未満) 

5％

(10枚以上

30枚未満) 

20％

Ｓ2 
(10本未満) 

15％

(10本未満) 

30％

(10個未満) 

10％

(10本未満) 

10％

(10枚未満) 

30％

補
正
係
数

時間的制

約を受け

る 場 合 

Ｋ1 1.10 1.20 1.05 1.05 1.20

夜間作業 Ｋ2 1.20 1.50 1.15 1.15 1.50

(注) 施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工

規模加算率のみを対象とする。 

次項へ移動 
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. .

工　　　種 道路付属物設置工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

Ⅵ-2-⑨-7

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

記載の追加

記載の追加

表２．10 加算率・補正係数の数値（撤去工） 

区 分 記 号 視線誘導標 境 界 杭 道 路 鋲 車線分離標 境 界 鋲

加
算
率

施工規模 

Ｓ0 
(30本以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30個以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30枚以上) 

0％

Ｓ1 

(10本以上

30本未満) 

20％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10個以上

30個未満) 

20％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10枚以上

30枚未満) 

20％

Ｓ2 
(10本未満) 

30％

(10本未満) 

30％

(10個未満) 

30％

(10本未満) 

30％

(10枚未満) 

30％

補
正
係
数

時間的制

約を受け

る 場 合 

Ｋ1 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

夜間作業 Ｋ2 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

(注) 施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工

規模加算率のみを対象とする。 

２－４ 加算額 

(１) 加算額の適用基準

表２．11 加算額の適用基準 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 単位 備 考 

加

算

額

視線誘導標 

防 塵 型 

（プロペラ型） 

反射体 

径 φ100以下 防塵型の製品を使用する場合

は，対象となる規格・仕様の単

価に加算額を加算する。 

面 

対象数量 
反射体 

径 φ300 

さ や 管 
対象となる規格・仕様の単価に

加算額を加算する。 
本 

（注） 防塵型（プロペラ型）の加算額は，反射体１面当たりの単価であり，両面防塵型を使用する場合は，

視線誘導標１本当たり２面分を加算する。 

２－５ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注 1）×設計数量＋加算額総金額（注 2） 

(注 1) 設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓ0 or Ｓ1 or Ｓ2／100）×（Ｋ1×Ｋ2） 

(注 2) 加算額総金額＝加算額×使用数量 

３． 適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) 材料を含まない設置手間（機・労）の算出は，次式による。（境界杭・境界鋲は除く）

設置手間＝｛設置単価（標準の市場単価）×加算率×補正係数｝－材料費

(２) 視線誘導標の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。

１) 反射体材質 ：ポリカーボネートおよび同等品。

２) 支柱材質 ：鋼管，樹脂および同等品。ただし，アルミは除く。 

(３) 根巻き基礎一体型の境界杭を用いる場合には，「根巻き基礎無し」の価格を用いる。

(４) 道路鋲の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。

１) 設置幅 ：本体の寸法ではなく，道路上に設置したときの幅である。 

(５) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を判定す

る。 次項へ移動 

前項より移動 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．９ 加算率・補正係数の数値（設置工） 

区 分 記 号 視線誘導標 境 界 杭 道 路 鋲 車線分離標 境 界 鋲

加
算
率

施工規模 

Ｓ0 
(30本以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30個以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30枚以上) 

0％

Ｓ1 

(10本以上

30本未満) 

10％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10個以上

30個未満) 

5％

(10本以上

30本未満) 

5％

(10枚以上

30枚未満) 

20％

Ｓ2 
(10本未満) 

15％

(10本未満) 

30％

(10個未満) 

10％

(10本未満) 

10％

(10枚未満) 

30％

補
正
係
数

時間的制

約を受け

る 場 合 

Ｋ1 1.10 1.20 1.05 1.05 1.20

夜間作業 Ｋ2 1.20 1.50 1.15 1.15 1.50

(注) 1. 複数の規格・仕様を含む工事の施工規模の判定は，1工事における全規格・仕様の全体数量で判定す

る。 

ただし，1 工事において設置, 及び撤去の作業がある場合は，設置・撤去それぞれの合計数量で判

定する。 

２. 施工規模加算率 （Ｓ1） または （Ｓ2） と時間的制約を受ける場合の補正係数 （Ｋ1） が重複す

る場合は，施工規模加算率のみを対象とする。

表２．10 加算率・補正係数の数値（撤去工） 

区 分 記 号 視線誘導標 境 界 杭 道 路 鋲 車線分離標 境 界 鋲

加
算
率

施工規模 

Ｓ0 
(30本以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30個以上) 

0％

(30本以上) 

0％

(30枚以上) 

0％

Ｓ1 

(10本以上

30本未満) 

20％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10個以上

30個未満) 

20％

(10本以上

30本未満) 

20％

(10枚以上

30枚未満) 

20％

Ｓ2 
(10本未満) 

30％

(10本未満) 

30％

(10個未満) 

30％

(10本未満) 

30％

(10枚未満) 

30％

補
正
係
数

時間的制

約を受け

る 場 合 

Ｋ1 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

夜間作業 Ｋ2 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

(注) 1. 複数の規格・仕様を含む工事の施工規模の判定は，1工事における全規格・仕様の全体数量で判定す

る。 

ただし，1 工事において設置, 及び撤去の作業がある場合は，設置・撤去それぞれの合計数量で判

定する。 

２. 施工規模加算率 （Ｓ1） または （Ｓ2） と時間的制約を受ける場合の補正係数 （Ｋ1） が重複す

る場合は，施工規模加算率のみを対象とする。
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. .

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

Ⅵ-2-⑭-4

積算上の注意事項

工　　　種 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

次項へ移動 

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．４ 加算率・補正係数の適用基準 

区 分 適 用 基 準 記号 備考 

加
算
率

施工規模 

標準 Ｓ0 
全体 

数量 
１工事の施工規模が標準より小さい場合は,対象となる規

格・仕様の単価を加算率で加算する。 
Ｓ1 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 

通常勤務すべき１日の作業時間(所定労働時間)を７時間

以下４時間以上に制限する場合は,対象となる規格・仕様

の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 

対象 

数量 施工基面からの法面垂直高さ

が20ｍを超え,30ｍ以下の場

合 

現場条件Ⅰにおいて,法面垂直高さが20ｍを超え,30ｍ以

下の場合は,対象となる規格・仕様の単価を係数で補正す

る。 

Ｋ2 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．５ 加算率・補正係数の数値 

区 分 記号
現 場 条 件

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

加
算
率

施工規模

Ｓ0 
(200ｍ以上) 

0%

(200ｍ以上) 

0%
－

Ｓ1 
(200ｍ未満) 

10%

(200ｍ未満) 

10%
－

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.15

法面垂直高さ 

20ｍを超え, 

30ｍ以下の場合

Ｋ2 1.15 － －

(注) 施工規模加算率（Ｓ1）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，施工規模

加算率のみを対象とする。 

２－４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注）×設計数量 

（注）設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓo or Ｓ1／100）×（Ｋ1×Ｋ2） 

３． 適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) ロープ足場費用は含む。

(２) グラウト注入材の配合は以下を標準とする。

ポルトランドセメント 水（Ｗ／Ｃ） 混 和 材 

重量配合比 1 0.5 ～ 0.55 必 要 量 

1 ㎥当り配合 1,230 ㎏ 

(３) グラウト注入材の１ｍ当りの使用量は次式により算出する。

Ｖ：グラウト注入量（㎥） 

Ｄ：削孔径（㎜） 

Ｋ：ロス率（0.4 を標準とする） 

Ｖ＝ 
４×106 

Ｄ2×π 
×１×（１＋Ｋ） 

２－３ 加算率・補正係数 

(１) 加算率・補正係数の適用基準

表２．４ 加算率・補正係数の適用基準 

区 分 適 用 基 準 記号 備考 

加
算
率

施工規模 

標準 Ｓ0 
全体 

数量 
１工事の施工規模が標準より小さい場合は,対象となる規

格・仕様の単価を加算率で加算する。 

Ｓ1 

Ｓ2 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 

通常勤務すべき１日の作業時間(所定労働時間)を７時間

以下４時間以上に制限する場合は,対象となる規格・仕様

の単価を係数で補正する。 

Ｋ1 

対象 

数量 施工基面からの法面垂直高さ

が20ｍを超え,30ｍ以下の場

合 

現場条件Ⅰにおいて,法面垂直高さが20ｍを超え,30ｍ以

下の場合は,対象となる規格・仕様の単価を係数で補正す

る。 

Ｋ2 

(２) 加算率・補正係数の数値

表２．５ 加算率・補正係数の数値 

区 分 記号
現 場 条 件

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

加
算
率

施工規模

Ｓ0 
(200ｍ以上) 

0%

(200ｍ以上) 

0%
－

Ｓ1 

(100ｍ以上 

200ｍ未満) 

10%

(100ｍ以上 

200ｍ未満) 

10%

－

Ｓ2 
(100ｍ未満) 

25%

(100ｍ未満) 

25%
－ 

補
正
係
数

時間的制約を受ける場合 Ｋ1 1.10 1.10 1.15

法面垂直高さ 

20ｍを超え, 

30ｍ以下の場合

Ｋ2 1.15 － －

(注) 施工規模加算率（Ｓ1）又は（Ｓ2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ1）が重複する場合は，

施工規模加算率のみを対象とする。 

２－４ 直接工事費の算出 

直接工事費＝設計単価（注）×設計数量 

（注）設計単価＝標準の市場単価×（１＋Ｓo or Ｓ1 or Ｓ2／100）×（Ｋ1×Ｋ2） 

(４) 法面垂直高さとは，法面下部からの高さである。

(５) 鉄筋挿入工の施工単位（ｍ）は，削孔長を表す。
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. .

現 行 改 正 備　　　　考

Ⅵ-2-⑭-5

積算上の注意事項

工　　　種 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

次項へ移動 

前項より移動 

≪市場単価適用のフロー図（参考）≫ 

START 

削孔に要する重機 
(クレーン等)の搬

入が可能か？ 

現場条件Ⅰ 

現場条件Ⅱ 

現場条件Ⅲ 

仮説足場の設 
置または土足場の確 

保が可能か？ 

法面垂直高さ 
が 30ｍ以下か？ 

法面垂直高さ 
が 40ｍ以下か？ 

法面垂直高さ 
が 40ｍ以下か？ 

機械設置基面から 
削孔位置までの高さ 

が1ｍ以下か？ 

市場単価適用外 

42 ㎜≦φ≦65 ㎜ 
かつ 

1ｍ≦Ｌ≦5ｍ 

42 ㎜≦φ≦65 ㎜ 
かつ 

1ｍ≦Ｌ≦5ｍ 

42 ㎜≦φ≦50 ㎜ 
かつ 

1ｍ≦Ｌ≦2ｍ 

市場単価適用外 

NO NO 

NO 

NO 

NO NO NO 

YES 

YES YES YES 

YES 

YES YES 

YES YES 

φ:削孔径 

Ｌ:削孔長 

３． 適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(１) ロープ足場費用は含む。

(２) グラウト注入材の配合は以下を標準とする。

ポルトランドセメント 水（Ｗ／Ｃ） 混 和 材 

重量配合比 1 0.5 ～ 0.55 必 要 量 

1 ㎥当り配合 1,230 ㎏ 

(３) グラウト注入材の１ｍ当りの使用量は次式により算出する。

Ｖ：グラウト注入量（㎥） 

Ｄ：削孔径（㎜） 

Ｋ：ロス率（0.4 を標準とする） 

(４) 法面垂直高さとは，法面下部からの高さである。

(５) 鉄筋挿入工の施工単位（ｍ）は，削孔長を表す。

Ｖ＝ 
４×106 

Ｄ2×π 
×１×（１＋Ｋ） 
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Ⅵ-2-⑭-6

積算上の注意事項

現 行 改 正 備　　　　考

新規区分の追加

工　　　種 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

４． 施工単価入力基準表 

(１) 鉄筋挿入工

施工歩掛コード SF701 施工単位 ｍ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ 

現場条件 

（表 4.1） 

１箇所当り 

平均削孔長 

（実数入力） 

（ｍ／箇所） 

削孔径 

(実数入力) 

（㎜) 

１箇所当り 

平均鉄筋長 

（実数入力） 

（ｍ／箇所） 

グラウト材 

補正係数 

①標準（0.4）

②標準以外

（実数入力）

Ｊ６ Ｊ７ Ｊ８ 

法面垂直高さ 

①20ｍ以下

②20ｍを超え，

30ｍ以下

施工規模 

① 200ｍ以上

（標準）

② 200ｍ未満

時間的制約を 

受ける場合の 

補正 

①無

②有

(注)１．鋼材単価[円/ｍ]を単価入力すること。 

２．グラウト材単価[円/㎥]を単価入力すること。 

３．頭部処理の材料費(角座金,ナット,ワッシャー,オイルキャップ,グリス等)は,１組として頭部処理材単価[円

　　/組]を単価入力すること。 

４．Ｊ１で②を選択した場合は,鉄筋挿入の仮設足場工(SF709)を別途計上すること。 

５．Ｊ１条件で②,③を選択した場合は,Ｊ６条件は入力する必要はない。また,Ｊ１条件で③を選択した

場合は,Ｊ７条件は入力する必要はない。 

６．Ｊ７条件で②を選択した場合は,Ｊ８条件は入力する必要はない。 

表４．１ 現場条件 

現場条件(足場条件) 番号 

《現場条件Ⅰ》 

削孔に要する重機の搬入が可能な場合 
① 

《現場条件Ⅱ》 

施工スペースが狭隘で,削孔に要する重機の搬入が困難である場合 
② 

《現場条件Ⅲ》 

施工スペースが狭隘で,削孔に要する重機の搬入,仮設足場(単管足場)の設置, 

土足場の確保が困難である場合 

③ 

(２) 削孔機械の上下移動

施工歩掛コード SF705 施工単位 回 

(３) 鉄筋挿入の仮設足場工

施工歩掛コード SF709 施工単位 空㎥ 

４． 施工単価入力基準表 

(１) 鉄筋挿入工

施工歩掛コード SF701 施工単位 ｍ 

施工区分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４ Ｊ５ 

現場条件 

（表 4.1） 

１箇所当り 

平均削孔長 

（実数入力） 

（ｍ／箇所） 

削孔径 

(実数入力) 

（㎜) 

１箇所当り 

平均鉄筋長 

（実数入力） 

（ｍ／箇所） 

グラウト材 

補正係数 

①標準（0.4）

②標準以外

（実数入力）

Ｊ６ Ｊ７ Ｊ８ 

法面垂直高さ 

①20ｍ以下

②20ｍを超え，

30ｍ以下

施工規模 

① 200ｍ以上

（標準）

② 100ｍ以上

200ｍ未満

③ 100ｍ未満

時間的制約を 

受ける場合の 

補正 

①無

②有

(注)１．鋼材単価[円/ｍ]を単価入力すること。 

２．グラウト材単価[円/㎥]を単価入力すること。 

３．頭部処理の材料費(角座金,ナット,ワッシャー,オイルキャップ,グリス等)は,１組として頭部処理材単価[円

　　/組]を単価入力すること。 

４．Ｊ１で②を選択した場合は,鉄筋挿入の仮設足場工(SF709)を別途計上すること。 

５．Ｊ１条件で②,③を選択した場合は,Ｊ６条件は入力する必要はない。また,Ｊ１条件で③を選択した

場合は,Ｊ７条件は入力する必要はない。 

６．Ｊ７条件で②，③を選択した場合は,Ｊ８条件は入力する必要はない。 

表４．１ 現場条件 

現場条件(足場条件) 番号 

《現場条件Ⅰ》 

削孔に要する重機の搬入が可能な場合 
① 

《現場条件Ⅱ》 

施工スペースが狭隘で,削孔に要する重機の搬入が困難である場合 
② 

《現場条件Ⅲ》 

施工スペースが狭隘で,削孔に要する重機の搬入,仮設足場(単管足場)の設置, 

土足場の確保が困難である場合 

③ 

現行どおり 

48 / 48


	02_表紙
	【山梨版】新旧対照表（修正4.12）
	バインダー1
	Ⅰ-2-○2-30_安全費　呼吸用防護具等費用_190228
	Ⅰ-2-○2-33_技術管理費_最終版_190228
	最終版

	Ⅰ-2-○2-40_営繕費__最終版_190306
	Ⅰ-3-○1-2_一般管理費等及び消費税等相当額_181121
	Ⅵ-1-○1-1_区画線工_190305
	Ⅵ-1-○2-1_高視認性区画線工_190305
	Ⅵ-1-○3-1_橋梁塗装工_最終版_190306
	Ⅵ-1-○5-1_コンクリートブロック積工_190305
	Ⅵ-1-○6-1_排水構造物工_最終版_190228
	最終版

	Ⅵ-2-○1-1_鉄筋工（太径鉄筋含む）
	Ⅵ-2-○4-1_法面工
	法面工

	Ⅵ-2-○4-13_法面工_吹付枠工_最終版_190228
	最終版

	Ⅵ-2-○6-1_橋梁付属物工_最終版_190226
	Ⅵ-2-○8-1_道路標識設置工_190305
	Ⅵ-2-○9-1_道路付属物設置工
	道路付属物設置工

	Ⅵ-2-○14-1_鉄筋挿入工（ロックボルト工）
	道路付属物設置工






